いわ て 県 民 計画 


【 分 野 別 背 及 版 】 


農林 水産 





( 散 育 | 区 全 仕事 ・ 収 入 | 歴史 ・ 文 化 | 自然 環境 社会 基 般 ) 












































NM OO OO 人 





( 分野 列 普及 版 ) 
农林 水 产 





農業 の 振興 
① 地 域 農業 を けん 引 す る 担い 手 の 確保 ・ 育 成 一 P.02 
② 収 益 力 の 高い 農産 物 の 産地 づく り ーー P.05 
③ 革 新 的 な 技術 開発 と 導入 促進 一 一 P.10 
④ 農 業 農村 整備 の 推進 ーー P.13 
林業 の 振興 

意欲 と 能力 の ある 経営 体 の 育成 P.16 
② 森 林 整 備 の 推進 P. 18 
③ 木 材 供給 体制 の 構築 P. 21 
④ 特 用 林産 物 の 生産 振興 P. 23 
⑤ 革 新 的 な 技術 開発 と 導入 促進 P. 25 
水産 業 の 振興 

意欲 と 能力 の ある 経営 体 の 育成 P. 27 
② 生 産 性 ・ 市 場 性 の 高い 水産 物 の 産地 づく り 一 P.29 
③ 革 新 的 な 技術 開発 と 導入 促進 P. 31 
④ 水 産物 の 安定 供給 を 支え る 基盤 整備 一 一 P.33 
県 産 農林 水産 物 の 高 付加 価値 化 と 販路 開拓 ・ 拡 大 P.35 
県 産 農 林 水 産物 の 輸出 促進 と イン バウ ンド へ の 対応 一 P.38 
魅力 あふ れる 農山 漁村 づく り P. 40 
女性 農林 漁業 者 の 活躍 促進 P. 43 


【 こ の 分 野 に 関連 する 「 い わ て 幸福 関連 指標 」】 
































指标 单位 现状 值 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2017 2019 2020 2021 2022 
曲 rh eh NE 
農業 経営 体 一 経営 体 当 た り の | 。。 a 
六 a 千 円 3, 990 (2016) 4, 190 (2018) 4, 290 (2019) 4, 400 (2020) 4, 510 (2021) 
農業 総 産 出 額 
林業 就業 者 一 人 当たり の 木材 a ; , 
ps i ] 4, 450 (2016) 4, 490 (2018) 4, 510 (2019) 4, 540 (2020) 4 560 (2021) 
生産 産出 額 
漁業 経営 体 一 経営 体 当 た り の , a 
4 エエ (2016) (2018) (2019) (2020) 202 
る > a ] 4, 340 4, 420 4, 460 4, 500 4, 540 CO2D 
海面 漁業 ・ 養 殖 業 産出 額 
農林 水産 物 の 輸出 額 門 円 28.2 31. 1 32.7 34. 3 36.0 
グリ ー ン ・ ツ ー リ ズム 交流 人 口 | 千 人 所 1, 156 1, 180 1, 192 1, 204 1, 216 






































【参考 指标 (実績 値 ) 】 


農業 産出 額 (2016 年 : 2,609 億 円 ) [4 






































※ 上 記 の 











( 
中 、 右 上 に ( 





この パン フレ ッ ト に つい て 


開 し て いる と ころ で す 。 


) を 付 し た 数 値 は 、 表 頭 の 人 











E 度 以外 の 





F 度 の 実績 値 又 は 


E 産 農業 所 得 統計 等 (農林 水産 省 ) ]、 
]) 、 漁業 産出 額 (2016 年 : 3, 605 千 万 









































]) [農林 水産 統計 (農林 水産 省 ) ] 
標 値 を 示し て いま す 。 





< 
Oo 。< 


平成 31 年 (2019 年 )3 月 に 「 い わ て 県 民 計画 (2019 ン 2028)」( 以 下 、「 計 画 」 と いう 。 ) を 策定 し まし た 。 

この 計画 で は 、 県 民 一 人 ひと り が お 互い に 支え 合い な が ら 、 幸 福 を 追求 し て いく こと が 出来 る 地域 
社会 を 実現 し て いく た め 、「 健 康 ・ 余 暇 」、「 家 族 ・ 子 育て 」、「 教 育 」、 「 居 住 環境 ・ コ ミュ ニテ ィ 」、「 安 
全 」、「 仕 事 ・ 収 入 」、「 歴 史 ・ 文 化 」 及 び 「 自 然 環境 」 の 各 分 野 と これ ら を 下支え する 共通 的 土台 と し て 
の 「 社 会 基盤 」、「 参 画 」 を 加え た 10 の 政策 分 野 を 設定 し 、 そ れ ぞ れ の 分 野 に 応じ た 様々 な 取組 を 展 


この パン フレ ッ ト は 、 複 数 の 政策 分 野 に わた る 施策 等 に つい て 、 一 覧 性 を 高め 「 い わ て 県 民 計画 
(2019<2028)」 や 県 の 取組 等 に 対す る より 一 層 の 理解 を 図る こと を 目的 と し て 、 長期 ビジ ョ ン や 政策 
推進 プラ ン 等 の 内 容 を 再 構成 し た も の で す 。 


Pts 生生 衣 抄 の 振興 
① 地 域 農 業 を けん 引 す る 担い 手 の 確保 ・ 育 成 


【1 





1 現状 と 課題 

平成 27 年 (2015 年 ) の 農業 就業 人 口 は 約 7 万 人 と な り 、 徒 事 者 の 減少 と 高齢 化 が 進行 する 中 、 

b マ アグ リン ロ ンティア スク ー の 1 に よる 計上 の 取組 を 池 め て いる と ころ で ナ が 、 人 も 、 
本 県 農業 の 次 代 を 担う 新規 就農 者 の 確保 ・ 育 成 や 、 地域 農業 を けん 引 す る 経営 体 の 育成 に 取り 組む 必要 
が あり ます 。 













































































2 取組 の 基本 方 向 

(経営 体 の 育成 ) 

[地域 農業 マス ター プラ ン 」 に 位置 づけ られ た 地域 の 中 心 経営 体 等 に つい て 、 設定 農業 者 へ の 誘導 を 
参る と と も に 、 経 営 改 善 の 取組 を 支援 し ます 。 






























































集落 営農 組織 や 法人 化 等 を 志向 する 経営 体 に つい て 、「 い わ て 農業 経営 相談 セン ター*」 等 と 連携 し 、 
法人 化 や 経営 規模 の 拡大 に 向け た 取組 を 支援 し ます 。 










































































・ 地域 農業 を 先導 し 、 雇 用 の 受け 皿 と な る リー ディ ング 経営 体 " の 候補 に つい て 、 経 営 規模 の 拡大 や 多角 
化 な ど 、 経 営 発展 段階 に 応じ た 取組 を 支援 し ます 。 













































































意欲 の ある 経営 体 等 に つい て 、 県 立 農業 大 学校 (農業 研修 セン ター) や 「 い わ て アグ リフ ロン ティ ア 
スク ー ル 」 に お いて 、 経営 力 向 上 等 の た め の 研 修 を 実施 する と と も に 、 現地 に お ける 課題 を 踏ま ほえ 、 更 
な る スキ ル ア ッ プ の た め の 取 組 を 支援 し ます 。 
















































































農業 経営 を 支え る 雇用 人 材 を 安定 的 に 確保 する た め 、 就 業 を 希望 する 高校 生 や り ・ I ターン 希 望 者 、 
高齢 者 、 子 育て 世代 な ど 、 多 様 な 働き 手 の 確 保 ・ 育 成 に 向け た 取組 を 推進 し ます 。 

ま 場 整備 事業 や 、「 地 域 農 業 マ スタ ー プ ラン 」 の 活用 に よる 農地 中 間 管 理事 業 の 推進 等 に より 、 農 地 
9 化 を 促進 する と と も に 、 経 営 の 規模 拡大 や 効率 化 、 多角 化 に 向け た 機械 や 施設 の 整備 な ど 
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情報 通信 技術 (I CT) 等 の 積極 的 な 導入 に よる 、 作 業 の 省力 化 ・ 効 率 化 と 経営 の 高度 化 を 促進 し ま 
す 。 


(新規 就農 者 の 確保 ・ 育 成 ) 
就農 か ら 経 営 自立 まで の 経営 発展 段階 に 応じ 、 生 産 技術 ・ 経 営 ノ クウ ハウ の 習得 や や 機械 ・ 施 設 の 整備 等 
の 取組 を 支援 し ます 
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新規 就農 や 企業 の 農業 参入 を 促進 する た め 、 就 農相 談 会 の 充実 を 図る と と も に 、「 青 年 農 CN 
セン ター4」 に お ける 就農 支援 情報 の 提供 や 、 広 域 振興 局 等 に 設置 し て いる 農業 参入 窓口 な ど を 通 
生産 技術 、 加 工 ・ 販 売 、 マ ー ケ ティ ング 支援 等 の 取組 を 推進 し ます 。 


県 立 農 業 大 学校 等 に お いて 、 高 度 な 専門 知識 や 技術 ・ 経 営 に 関す る 実践 教育 に より 、 地域 社会 の 発 届 
を 担う リー ダー と な る 青年 農業 者 を 養成 し ます 。 







































































































































































1 いわ て アグ リフ ロン ティ アス クー ル : 国際 競争 時 代 に 通用 する 経営 感覚 と 企業 家 マ イン ド を 持っ た 農業 経営 者 等 を 養成 する た め 、 岩手 県 や 岩 
手 大 学 等 の 連携 に より 行わ れる 研修 制度 。 
2 いわ て 農業 経営 相談 セン ター : 農業 経営 の 規模 拡大 や 法人 化 、 円 滑 な 経営 継承 な どの 農業 者 の 経営 課題 に 農業 系 団体 商工 系 団体 、 税理士 や 
社会 保険 労務 士 な どの 専門 家 団体 と 連携 し て 支援 する 機関 

3 リー ディ ング 経営 体 : 年 間 販売 額 概ね 3 千 万 円 以上 so SI 
4 青年 農業 者 等 育成 セン ター : 新た に 就農 し よう と する 意欲 的 な 青年 等 を 支援 する た め の 機 関 で 、 岩 手 県 で は 、( 公 社 ) 岩 
の 指定 を 受け て いる 。 
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由 





E 県 農業 公社 が 知 








3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 
【 長 期 ビ ジョ ン 】 





政策 分 野 関係 箇所 





教育 P.70 地域 に 貢献 する 人 材 を 育て ます 














仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑥⑯ 意欲 と 能力 の ある 経営 体 を 育成 し 、 農 林 水 産業 の 振興 を 図り ます 















































































































































【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
政策 項目 | や 農林 水産 業 の 将来 を 担う 人 材 の 育成 
教育 P. 93 18 目標 ・「 い わ て アグ リフ ロン ティ アス クー ル 」 の 修了 生 数 
[累计 ] 【现状 值 : 3990 人 ~ 2022 年 : 545 人 】 
① 地域 農林 水産 業 の 核 と な る 経営 体 の 育成 
標 : リー ディ ング 経営 体 の 育成 数 
政策 項目 [累计 ] 【现状 值 : 58 経営 体 ~ 2022 年 : 140 経営 体 】 
P. 180 36 习 标 : ・「 い わ て アグ リフ ロン ティ アス クー ル 」 の 修了 生 数 【 再 掲 】 
仕事 ・ 収 入 [累计 ] 【现状 值 : 990 人 ~ 2022 年 : 545 人 】 
標 : 地域 の 中 心 経営 体 等 へ の 農地 集積 面積 
【 現 状 値 : 89,750ha ~ 2022 年 : 107, 600ha】 
政策 項目 | @ 農林 水産 業 の 次 代 を 担う 意欲 ある 新規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 
P. 181 36 标 : 新 规 就 农 者 数 
【现状 值 218 人 ^ 2022 年 : 260 人 】 























4 具体 的 な 取組 








政策 項目 18 | 具体 的 推進 方 策 | ⑤ 農林 水産 業 の 将来 を 担う 人 材 の 育成 


























取組 概要 ・ 県 立 農業 大 学校 で の 教育 内 容 の 充実 ・ 機 能 強 化 
・「 い わ て アグ リフ ロン ティ アス クー ル 」 に お ける 経営 力 向 上 等 の た め の 研 修 の 実施 





























政策 項目 36 | 具体 的 推進 方 策 | ① 地域 農林 水産 業 の 核 と な る 経営 体 の 育成 




















・「 地 域 農業 マス ター プラ ン 」 の 見 直し 推進 
・ リ ー デ ィング 経営 体 の 候補 に 対す る 発展 段階 に 応じ た 支援 

・「 い わ て 農業 経営 相談 セン ター」 と 連携 し た 、 集 落 営 農 組 織 の 法人 化 や 経営 の 高度 化 ・ 
効率 化 に 対す る 支援 

・「 い わ て アグ リフ ロン ティ アス クー ル 」 に お ける 経営 力 向上 等 の た め の 研 修 の 実施 

・ 労 働 力 確保 に 向け た 、 農 業 経営 体 と 求職 者 の マッ チン グ 体 制 の 構築 

・ 農 地 の 集積 ・ 集 約 化 の 促進 

・ 情 報 通信 技術 (ICT) の 導入 促進 


















































取組 概要 






































政策 項目 36 | 具体 的 推進 方 策 | ② 農林 水産 業 の 次 代 を 担う 意欲 ある 新規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 























・ 生 産 技術 の 習得 や 、 機 械 ・ 施 設 等 の 導入 に 対す る 支援 
・ ポ ボー タル サイ ト に よる 情報 発信 の 充実 

・ 農 業法 人 等 に よる 農業 体験 や 雇用 力 強 化 に 対す る 支援 
・ 県 立 農業 大 学校 の 教育 内 容 の 充実 ・ 機 能 強 化 





取組 概要 
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5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 
























































県 以外 の 主体 役割 
・「 地 域 諾 業 マ スタ ー プ ラン 」 の 見 直し 促進 ・ 実 貴 
， ・ 担 い 手 等 の 相談 窓口 の 設置 
生产 者 ,国体 等 | . 舞い 手 の 発 段階 に 応じ た 経営 、 生 産 技術 等 の 指導 
・ 農地 下 間 管理 事業 の 活用 に よる 農地 の 集積 ・ 集 約 化 




















3 





県 以外 の 主体 


役割 











・ 担 い 手 等 の 相談 窓口 の 設 






















































































・「 地 域 農業 マス ター プラ ン 」 の 見 直し と 実践 支援 








市 町 村 ・ 農業 経営 改 癌 計画 等 の 達成 に 向け た 支援 
・ リ ー デ ィング 経営 の 
農地 中 間 管 理 機構 の 活動 支援 
6 関係 する 個別 計画 
計画 期間 根拠 法令 等 





農業 経営 基盤 強化 の 促進 に 関す る 基本 方 針 


平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 
て 令 和 7 年 度 (2025 年 度 ) 


農業 経営 基盤 強化 促進 法 





農地 中 間 管 理事 業 の 推進 に 関す る 基本 方 針 








令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 農地 中 間 管 理事 業 の 推進 
ー 令 和 10 年 度 (2028 年 度 ) | に 関す る 法律 








7 照会 先 
(経営 体 の 育成 ) 

農林 水産 部 農業 振興 課 電話 : 019-629-5642 
(新規 就農 者 の 確保 ・ 育 成 ) 

農林 水産 部 農業 普及 技術 課 電話 : 019-629-5656 


(農業 経営 基盤 強化 の 促進 に 関す る 基本 方 針 に つい て ) 
を る 農林 水産 部 農業 振興 課 電話: 019-629-5642 


(農地 中 間 管 理事 業 の 推進 に 関す る 基本 方 針 に つい て ) 
を 農林 水産 部 農業 振興 課 電話: 019-629-5642 


メー ル ア ド レス 


メー ル ア ド レス 


メー ル ア ド レス 


メー ル ア ド レス 


: AF0004@pref. iwate. jp 


: AF0005@pref. iwate. jp 


: AF0004@pref. iwate. jp 


: AF0004@pref. iwate. jp 








② 収 益 力 の 高い 農産 物 の 産地 づく り 





1 現状 と 課題 
農業 に つい て は 、 米 消費 量 の 減少 傾向 が 継続 し 、 ま た 、 麦 や 大 豆 等 の 単 収 が 低い こと か ら 、 水田 フル 
活用 に よる 野菜 の 作付 拡大 や 、 地域 課題 に 対応 し た 技術 開発 と 普及 な ど に より 、 生 産 性 の 向上 に 取り 組 
ん で いく 必要 が あり ます 。 


畜産 に つい て は 、 収益 力 の 強化 を 図る た め 、 経 営 規模 の 拡大 や 技術 指導 、 家 畜 衛 生 対策 等 に よる 生産 
性 の 向上 に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 
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C SF ( 豚 熱 ) や 高 病原 性 島 イ ン フ ル エ ン ザ な どの 発生 に 備え た 対策 が 求め られ て いま す 。 











2 取組 の 基本 方 向 
(水稲) 
水稲 に つい て は 、「 金 色 の 風 」「 銀 河 の し ずく 」 を 核 と し た 県 産 米 全 体 の 評価 向上 を 図り な が ら 、 米 卸 
業者 や 米穀 専門 店 と 連携 し た 販売 促進 活動 等 に よる 顧客 獲得 と 高値 取引 の 実現 に 向け た 生産 に 取り 組 





































































































み ま す 。 
(園芸 特産 ) 
・ 野菜 に つい て は 、 水 田 フ ル 活 用 や 大 規模 機械 の 導入 に よる 土地 利用 型 野菜 の 作付 拡大 や 、 施 設 野菜 団 























地 の 整 備 等 の 規模 拡大 に 向け た 取組 を 推進 し ます 。 
果樹 に つい て は 、 舌 要 に 応じ た 高 収益 な りん ご や ぶどう の 新 改 西 及 び 園地 の 集積 を 推進 し ます 。 


花き に つい て は 、 県 立花 きま セン ター を 活用 し た 知識 や 技術 の 普及 に 取り 組む と と も に 、 番 要 期 の 出荷 
に 向け た 新 改 植 を 進め る ほか 、 花 き 産 地 の 拡大 に 向け た 取組 を 推進 し ます 。 


・ 雑穀 等 の 地域 特産 作物 に つい て は 、 生 産 意 欲 を 喚起 する 共進 会 の 開催 や 、 生 産 性 の 向上 に 資す る 機械 
導入 、 施 設 の 整備 等 を 支援 し ます 。 


(畜産 ) 















































































































































































































































































































































畜産 全般 に つい て は 、 生 産 者 、 団 体 、 畜産 関係 企業 等 が 一 体 と な っ て 、 生 産 コ スト の 低減 や 畜産 物 の 
高 付 加 価 値 化 等 に より 、 地 域 全 体 の 収益 性 向上 を 図る 畜産 クラ スタ ー* の 取組 を 推進 し ます 。 

また 、 飼養 規模 の 拡大 に 向け 、 畜舎 等 の 施設 整備 や 生産 管理 用 機械 の 導入 等 を 支援 する と と も に 、 繁 
殖 管 理 シ ステ ム 等 情報 通信 技術 (1 CT) の 導入 に よる 労働 力 の 軽減 や 効率 化 に 取り 組み ます 。 
































農 に つい て は 、 地域 の サポ ー ト チー ム に よる 活動 を 通じ 、 産 乳 能力 の 向上 や 分 學 間 隔 の 短縮 な どの 
生産 性 向上 に 取り 組む と と も に 、 哨 育 育成 セン ター 等 の 整備 ・ 機 能 強化 を 推進 し ます 。 

また 、 草 地 ・ 飼 料 畑 の 整備 を 進め る と と も に 、 飼 料 生産 等 の 省力 化 に 向け 、TMR セン ター? や コン 
トラ クタ ー* 等 の 外部 支援 組織 の 育成 を 図り 、 粗 飼 料 等 の 生産 拡大 と 広域 流通 体制 の 構築 に 取り 組み ま 
す 。 












































































































































5 クラ スタ ー : 英語 で 「 房 」「 集 団 」「 群 れ 」 の こと 。 

” 哨 育 育成 セン ター : 飼養 管理 の 効率 化 や 育成 成績 の 向上 な ど を 図る た め 、 生 後 10 日 前 後 の 路 育 時 期 か ら 子 邊 を 預かり 、 育 成す る セン ター。 

7 MR セン ター : 粗飼料 と 濃厚 飼料 等 を 適切 な 割合 で 混合 し 、 乳 生 の 養分 要求 量 に 合う よう に 調製 し た 飼料 (TMR : Total Mixed Rations) を 

地域 の 酷 農 家 に 供給 する 組織 。 

8 コン トラ クタ ー : 労力 や 飼料 生産 機械 に 余裕 の ある 飼料 生産 機械 利用 組合 等 が 中 心 と な り 、 近 隣 の 畜産 農家 等 の 飼料 生産 を 請け 負う 組織 。 
5 


























































































































肉 用 邊 に つ v 


どの 生産 性 向上 に 取り 組む と と も に 、 





情報 通信 技術 
また だ 、 








組み ます 。 


・ 養鶏 ・ 養 豚 に つい て は 、 











2022 年 の 全国 和牛 能力 共進 会 





\ て は 、 地域 の サポ ー ト チー ム に よる 活動 を 通じ 、 
公共 牧場 に 
(ICT) の 導入 な ど 機 能 強 化 を 区 





お ける キャ トル セン ター 
図り ます 。 
鹿児島 大 会 で の 上 位 入 賞 
































に 向け 、 出 











経営 安定 対策 を 継続 する と と も に 




































































品 生 の 育成 や 機運 醸成 に H 





分 學 間 隔 の 短縮 や 子 牛 の 事 夏 率 低減 な 
? の 整備 や 放牧 和牛 管理 に 係 




















る 


有り 








、 家 畜 衛 生 対策 等 の 取組 を 推進 し ます 。 

















ペー 一 


畜生 生计 策 ) 

農場 へ の 病原 体 の 侵入 を 未然 に 防ぐ た め 、 巡回 に より 飼養 衛生 管理 の 実施 状況 を 確認 し 、 侵入 防止 対 
策 を 徹底 し ます 。 

特に 、 養 凌 業 に つい て は 、 モ ニタ リン グ 検 査 等 の 実施 に より 、 高 病原 性 島 イ ン フ ル エ ン ザ の 監視 体 人 
を 充実 させ る な ど 、 家 畜 衛 生 対策 を 推進 し ます 。 











(安全 ・ 安 心 な 産地 づく り ) 


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































6 


地球 温暖 化 防止 や 生物 多様 性 保全 を 図る た め 、 環境 へ の 負荷 を 軽減 する 生産 技術 の 導入 を 推進 する と 
と も に 、 農 業者 、 地 域 住民 及び 消費 者 が 一 体 と な っ た 、 環 境 保全 型 農業 の 取組 を 推進 し ます 。 
農業 生産 工程 管理 (GAP") の 取組 を 推進 する た め 、」A 等 の 関係 機関 ・ 団 体 と 連携 し 、 指 導 者 の 
『 解 促進 と 指導 スキ ル の 向上 に 取り 組む と と も に 、 認 証 を 取得 し た 先進 経営 体 を モデ ル と し た 取組 手順 
や 改善 事例 を 活用 する こと に より 、 他 の 農業 者 の 認証 取得 を 支援 し ます 。 
(荒廃 農地 対策 ) 
荒廃 農地 の 発生 防止 ・ 再 生 利 用 を 図る た め 、 農 業 委員 等 に よる 農地 の 利用 最適 化 の 取組 を 推進 し ます 。 
(鳥獣 被害 対策 ) 
農林 水産 物 に 対す る 野生 鳥獣 被害 を 防止 する た め 、 猟 銃 ・ わ な に よる 有害 捕獲 や 積雪 に 強い 恒久 電気 
さく の 設置 、 情 報 通信 技術 (I CT) の 活用 、 地 域 全 体 で の 被害 防止 活動 の 取組 を 推進 し ます 。 
3 いわ て 県 民 計 画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 
【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
安全 P.76 | @ 感染 症 に よる 友 威 か ら 一 人 ひと り の 暮らし を 守り ます 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」' を つくり ます 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
政策 項目 | 〇 家 瘟 畜 衛 生 対策 の 推進 と 危機 事案 発生 時 の 体制 強化 
安全 P. 145 30 标 : 養鶏 場 に お ける 飼養 衛生 管理 の 評価 基準 達成 割合 
【现状 地 : 99.8% ~ 2022 年 : 100%】 
① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 
標 : 水稲 (主食 用 ) オリ ジ ナル 品種 の 作付 面積 
P. 186 ea 【 現 状 値 5, 000ha ~ 2022 年 : 6.200ha】 
標 : 野菜 販売 額 1 億 円 産地 の 新規 育成 数 
仕事 ・ 収 入 [累计 ] 【现状 值 : 一 産地 ~ 2022 年 : 9 産地 】 
目標 : 経 産生 1 頭 当 た り の 年 間 生 乳 生 産 量 
P 186 政策 項目 【 現 状 値 : 8.440kg ~ 2022 年 :8.600kg】 
37 目標 : 肉 用 牛 农家 1 戸 当 た り の 飼養 頭数 
【 現 状 値 : 19.2 頭 ~ 2022 年: 23.5 頭 】 
9 キャ トル セン タ 子 牛 ( 貴 育 ・ 育 成 ) や 繁殖 雌牛 (分 學 等 ) を 集中 管理 する た め の 共 同 利用 施設 。 農 家 は 、 和 牛 を 一 定期 間 ま と め て 施設 に 預 
ける こと で 肉 用 邊 生産 に 係る 労力 を 軽減 する と と も に 、 飼 養 頭数 の 増 頭 を 図る こと が で きる も の 。 
1 G AP : 農業 者 自ら が 、 栽 培 準 備 か ら 出 荷 ・ 調 製 ま で の 各 段 階 で 、 記 録 、 点 検 ・ 評 価 に より 、 食 品 安全 、 環 境 保全 、 農 産物 の 品質 、 労 働 安 
全 等 を 改善 する 生産 工程 管理 手法 。 

















































































































政策 分 野 関係 箇所 
③ 安全 ・ 安 心 な 産地 づく り の 推進 
I 
P. 189 Et 目标 : 県 版 GAP 確認 登録 及び G A P 認 証取 得 農 場数 
[累计 ] 【现状 值 : 12 農業 て 2022 年 : 296 農場 】 
④ 生産 基盤 の 着実 な 整備 
I 
仕事 ・ 収 入 | P.190 | 3 の | 目标 : 水田 整備 面 
[累计 ] 【现状 值 : 14, 465ha ~ 2022 年 : 16, 000ha】 
政策 項目 ⑤ 鳥獣 被害 や 松 く い 虫 ・ ナ ラ 枯 れ 被 害 の 防止 対策 の 推進 
P. 190 37 标 : : ニホン ジ カ の 捕獲 数 
[累計 〕【 現 状 値 : (2016 年 ) 10,.999 頭 ~ 2022 年 : 40, 000 頭 】 























4 具体 的 な 取組 





政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 








(水稲 ) 

・ 高 品質 維持 に よる 評価 確立 、 プ ラン ドイ メー ジ の 定 

・ 品 種 の 適正 配置 や 管理 技術 の 徹底 な ど 実 需 ニ ー ズ に 応じ た 生産 
(園芸 特産 ) 
・ 土 地 利用 型 野菜 の 生産 拡大 に 向け た 機械 ・ 施 設 の 整備 促進 

・ 施 設 野 菜 の 生 産 拡 大 に 向け た ハウ ス 団 地 の 整 備 促進 

・ 果 樹 ・ 花 き 優 良品 種 の 新 改 植 支援 

・ 雑 穀 ・ ホ ッ プ 等 の 共進 会 開催 

取組 概要 (畜産 共通 ) 

・ 畜 産 ク ラス ター 計画 の 策定 ・ 見 直し ・ 実 践 支援 

・ 畜 舎 ・ 機 械 等 整備 、I CT 機器 等 導入 に 対す る 支援 






























































































































































































































































( 酷 農 ) 

・ 外 部 支援 組織 (TMR セン ター、 コ ント ラク ター、 酷 農 へ ヘル パー 組合 等 ) の 運営 支援 
( 肉 用 和牛 ) 

・ 公 共 牧 場 の 機能 強化 に 向け た 支援 

(養鶏 ・ 養 豚 ) 

・ 意 産経 営 安 定 対策 の 継続 、 家 畜 衛 生 対策 の 励行 
























































政策 項目 30 | 具体 的 推進 方 策 | ② 家畜 衛生 対策 の 推進 と 危機 事案 発生 時 の 体制 強化 























. 農場 巡回 に よる 飼養 衛生 管理 基準 順守 状況 の 確認 ・ 指 導 
・ モー タリ ング 検査 及び 病 性 鑑定 の 実施 
取組 概要 。 | . 診断 技術 指導 研修 会 の 開催 及び 精度 管理 の 実施 
. 危機 事案 を 想定 し た 実 動 型 研修 の 実施 






























































政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ③ 安全 ・ 安 心 な 産地 づく り の 推進 






































・ 環 境 保 全 型 農業 直接 支払 交付 金 の 活用 促進 、 セ ミナ ー 等 の 開催 に よる 制度 の 理解 促進 、 
取組 概要 地域 住民 や 消費 者 と の 交流 促進 
・G で AP 推進 ・ 取 得 の リー ダー 養成 、 産 地 全体 へ の 取組 拡大 










































































政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ④ 生産 基盤 の 着実 な 整備 

















取組 概要 ・ 荒廃 農 地 の 発生 防止 ・ 再 生 利用 に 向け た 取組 の 推進 











政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ⑤ 鳥獣 被害 や 松 く い 虫 ・ ナ ラ 枯れ 被害 の 防止 対策 の 推進 








・ 市 町 村 鳥 獣 被害 防止 計画 を 踏ま えた 被害 防止 対策 の 実施 
取組 概要 ・ 1 C 工 等 を 活用 し た 効果 的 な 有害 捕獲 等 の 着実 な 推進 
・ 地 域 全体 で の 被害 防止 活動 に 対す る 取組 支援 



















































































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 


役割 





。 人 件 房 





E 性 。 
・ 安 全 ・ 安 心 ・ 高 品質 な 農 
・ 飼 養 衛生 管理 等 の 徹底 

・G で AP 等 の 取組 の 推進 
廃 農地 等 の 利用 及び 








生産 者 ・ 団 体 等 




















利 





収益 性 の 向上 に 向け た 指導 の 実施 
産物 の 生産 











用 調 











時 














獣 被害 防止 対策 の 実施 、 





有害 捕獲 、 侵 入 防止 構 等 の 整備 

















緊 の 産地 形成 に 向け た 








振興 施策 の 企画 








立案 


























市 町 村 


1 





廃 農 地 等 の 調査 、 用意 
基 














向 把握 


島 獣 被害 防止 計画 に 基づく 被害 防止 対策 の 実施 





6 関係 する 個別 計画 





名 称 


計画 期間 根拠 法令 等 





いわ て の 美味 し い お 米 生産 ・ 販 売 戦略 


平成 30 年 度 (2018 年 度 ) 
て 令 和 2 年 度 (2020 年 度 ) 





いわ て オリ ジ ナ ル 品 種 ブ ラン ド 化 戦略 


平成 30 年 度 (2018 年 度 ) 
ー 令 和 2 年 度 (2020 年 度 ) 





岩手 県 野菜 生産 振興 計画 


令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 





令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 





平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 





入 へ ~ 令 和 7 年 度 (2025 年 度 ) 果樹 農業 振興 特別 措置 法 
岩手 県 雑穀 生産 振興 方 針 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 


て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 





E 





岩手 県 酷 農 ・ 肉 用 牛 生産 近代 化 計画 


平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 
て 令 和 7 年度 (2025 年 度 ) 








興 に 関す る 法律 








7 照会 先 
(農地 ・ 鳥 獣 対策 ) 

農林 水産 部 農業 振興 課 電話 : 019-629-5641 メー ル ア ドレ ス : AF0004@pref. iwate. jp 
(環境 保全 ・GAP 対 策 ) 

農林 水産 部 農業 普及 技術 課 電話 : 019-629-5654 メー ル ア ドレ ス : AF0005@pref. iwate. jp 
(園芸 対策 ) 

令 農林 水産 部 農産 園芸 課 電話 : 019-629-5706 メー ル ア ド レス : AF0008@pref. iwate. jp 
(畜産 対策 ) 

農林 水産 部 畜産 課 電話 : 019-629-5723 メー ル ア ドレ ス : AF0009@pref. iwate. jp 
(水稲 対策 ) 

$ 農林 水産 部 県 産 米 戦略 室 電話 : 019-629-5715 メー ル ア ド レス : AF0016@pref. iwate. jp 


(いわ て の 美味 し い お 米 生産 ・ 販 売 戦 略 に つい て ) 
令 農林 水産 部 県 産 米 戦 略 室 


(いわ て オリ ジ ナ ル 上 品種 ブ ラン ド 化 戦略 に つい て ) 
る 農林 水産 部 県 産 米 戦略 室 
(岩手 県 野菜 生産 振興 計画 に つい て ) 
を る 農林 水産 部 農産 園芸 課 


電話 : 019-629-5715 


電話 : 019-629-5715 


電話 : 019-629-5706 


メー ル ア ド レス : AF0016@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0016@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0008@pref. iwate. jp 
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花き の 振興 に 関す る 法律 


酷 農 及 び 肉 用 和牛 生産 の 振 





(岩手 県 花き 振興 計画 に つい て ) 

$ 農林 水産 部 農産 園芸 課 電話 : 019-629-5709 
(岩手 県 果樹 農業 振興 計画 に つい て ) 

を 農林 水産 部 農産 園芸 課 電話 : 019-629-5706 
(岩手 県 雑 殻 生産 振興 方 針 に つい て ) 

$ 農林 水産 部 農産 園芸 課 電話 : 019-629-5707 
(岩手 県 酷 農 ・ 肉 用 和牛 生産 近代 化 計 画 に つい て ) 

を る 農林 水産 部 畜産 課 電話 : 019-629-5723 


メー ル ア ド レス 


メー ル ア ド レス 


メー ル ア ド レス 


メー ル ア ド レス 


: AF0008@pref. 


: AF0008@pref. 


: AF0008@pref. 


: AF0009@pref. 


Iwate. jp 


Iwate. jp 


Iwate. jp 


Iwate. jp 


【1 


1 


す 。 


今後 、 農林 漁業 従 





林 水 産 





現状 と 課題 
モノ の イン ター ネッ ト (IoT) や 人 工 知能 (A I )、 ロ ボッ ト 等 の 活用 な ど 、 第 4 次 産業 革命 
れ を 農林 水産 業 の 振興 に つなげ 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 力 で 様々 な 課題 を 解決 する こと が 











の 














き 者 の 減少 や 高齢 化 が 一 
る た め に は 、 次 代 を 担う 新規 就業 者 を 確保 ・ 
最 先端 技術 の 積極 的 な 導入 に より 、4 


























E 産 性 の 向上 や 経営 の 高度 

























































































農業 の 振興 
③ 草 新 的 な 技術 開発 と 導入 促進 









































層 進 行 する 中 で 、 岩 ヨ 
育成 する と と も に 、 情 

























































































F 県 の 農林 水産 業 の 持続 的 な 発 恒 














































































































































































































E 要 と な っ て い ヨ 


の 流 


ト に 





7【T 








を 図 





有 通信 技术 (I CT) や ロボ ッ ト 等 
ヒ を 促進 する こと が 必要 で す 。 























































































































































































































2 取組 の 基本 方 向 
大 学 や 民間 企業 と の 産学 官 連携 の 取組 等 に より 、 大 規模 経営 に 適し た 無人 農機 や ロボ ッ ト 技 術 、 中 山 
間 地 域 の 農業 に 適し た 草刈 り ロ ボッ ト 定 簡易 自動 操 能 な ど 、 本 県 農業 の 実情 に 肥 し た 「 ス マー ト 農 業 「」 
技術 の 開発 と 普及 を 推進 し ます 。 
水稲 に つい て は 、 直 播 ・ 疎 植 等 の 低 ュ スト 栽培 技術 や 自動 洪水 シス テム 等 の 導入 に より 省力 化 を 図る 
と と も に 、 リ モー ト セ ン シ ン グ " 技 術 に よる 品質 ・ 食 味 の 高 位 安定 化 を 推進 し ます 。 
野菜 に つい て は 、 生 育 ・ 気 象 等 の デー タ を 基 に 、 湿度 や 二酸化 炭素 等 の 施設 内 の 環境 を 最適 化す る 環 
境 制御 技術 な どの 普及 に 取り 組み 、 大 幅 な 収量 向上 を 目指 し ます 。 
岩手 生物 工学 研究 セン ター 等 と の 共同 研究 を 通じ 、 実 寅 ニー ズ に 対応 し た 水稲 ・ 果 樹 ・ 花 き ・ 雑 尊 の 
品種 開発 に 取り 組み ます 。 
飼養 規模 の 拡大 に 向け 、 畜舎 等 の 施設 整備 や 生産 管理 用 機械 の 導入 等 を 支援 する と と も に 、 繁 殖 管 理 
シス テム 等 情報 通信 技術 (ICT) の 導入 に よる 労働 力 の 軽減 や 効率 化 に 取り 組み ます 。 
ゲノム 解析 技術 な ど を 活用 し 、 産 肉 能力 に 優れ た 全国 トッ プレ ベル の 黒毛 和 種 の 種雄 和牛 の 早期 造成 に 
取り 組み ます 。 
3 いわ て 県 民 計 画 (2019 て 2028) に お ける 位置 付け 
【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を つく り ま す 
プロ ジェ クト 関係 箇所 
上  」14 | ① 先端 技術 の 活用 等 に よる 農業 生産 性 革命 の 推進 
推進 プロ ジェ クト 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
政策 項目 | ② 革新 的 な 技術 の 開発 と 導入 促進 
仕事 ・ 収 入 | P.188 37 目標 : 水稲 直播 栽培 等 低 コ スト 栽培 技術 導入 面積 割合 
【现状 值 : 43% ~ 2022 年 : 60%】 
1 スマ ー ト 農業 : ロボ ッ ト 技 術 や 情報 通信 技術 (ICT) を 活用 し て 、 省 力 化 や 収益 性 の 向上 な ど を 進め た 次 世代 農業 を 指す 。 
12 リモ ー ト セン シン グ : 「 物 を 触ら ず に 調べ る 」 技 術 。 様々 な 種類 が ある が 、 人 工 衛星 に 専用 の 測定 器 (セン サー) を 載せ 、 森林 伐採 、 砂漠 化 、 
農作物 (水田 ) の 状況 な ど 地球 を 調べ る (観測 する ) こと を 衛星 リモ ー ト セン シン グ と いう 。 
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政策 分 野 


関係 箇所 





仕事 ・ 収 入 | P.188 











政策 項目 

















: 環境 1 














37 








凍 御 技術 導入 経営 体 数 


【累计 ] 【现状 值 : 








一 经 当 体 て 2022 年 : 
: ゲノム 解析 に よる 県 有 種 雄 邊 の 人 造成 頭数 
【累计 ] 【现状 值 


16 経営 体 】 





ー 頭 ~ 2022 年 : 6 頭 】 








4 具体 的 の 取組 





政策 項目 37 


具体 的 推進 方 策 





② 革新 的 な 技術 の 開発 と 導入 促進 








・ 直播 . 
取組 概要 











・「 い わ て スマ 
疎 植 等 の 低 コ ス 
・ リ モー ト セ ン シ ン グ 技 術 の 普及 促進 
“ 环境 制 和 
・ ゲ ノム 解析 に よる 種雄 


























下 农业 推进 研究 会 


」 の 活動 促進 



































技術 の 普及 促進 














ト 技術 の 

















及 促进 

















和牛 の 造成 
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県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 











生産 者 ・ 団 体 等 |・ 生 産 性 ・ 収 益 性 の 向上 ! 


志向 





けた 指導 の 








・ 地 域 の 産地 形成 に 向 

















けた 振興 施策 の 

















市 町 村 


・ 農 間 








だ 施設 の 整備 等 へ の 支援 





6 関係 する 個別 計画 





名 称 


計画 期間 


根拠 法令 等 





いわ て の 美味 し い お 米 生産 ・ 


販売 戦略 


平成 30 年 度 (2018 年 度 ) 
て 令 和 2 年 度 (2020 年 度 ) 





いわ て オリ ジ ナ ル 品 種 ブ ラン ド 化 戦略 


平成 30 年 度 (2018 年 度 ) 
て 令 和 2 年 度 (2020 年 度 ) 





令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 








て 令 和 7 年 度 (2025 年 度 ) 


人 ー 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) | 
花き 振興 計画 | 花き の 振興 に 関す る 法律 
果樹 農業 振興 計画 平成 28 年 度 〈2016 年 度 ) | 果樹 農業 振興 特別 措置 法 





公益 財団 法人 岩手 生物 工学 研究 セン ター に お ける 
バイ オ テ ク ノロ ジー 研究 推進 に 係る 基本 方 針 


令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 10 年 度 (2028 年 度 ) 




















四半 Na 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) | 酷 農 及 び 肉 用 和牛 生産 の 振 
a ー 令 和 7 年 度 (2025 年 度 ) | 興 に 関す る 法律 
eo 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) | 。。。。。 

岩手 県 家畜 及び 鶏 の 改良 増殖 計画 令 和 7 年 度 (2025 年 度 ) 家畜 改良 増殖 法 

7 照会 先 

(スマ ー ト 農業 ) 


を 農林 水産 部 農業 普及 技術 課 


(園芸 作物 栽培 ) 
を 農林 水産 部 農産 園芸 課 


電話 : 019-629-5706 


畜 の 飼養 管理 ・ 種 雄 牛 造成 ) 


電話 : 019-629-5654 
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メー ル ア ド レス : AF0005@pref. iwate. jp 


メー ル ア ドレ ス : AF0008@pref. iwate. jp 














農林 水産 部 畜産 課 電話 : 019-629-5721 メー ル ア ドレ ス : AF0009@pref. iwate. jp 


(いわ て の 美味 し い お 米 生産 ・ 販 売 戦略 に つい て ) 
る 農林 水産 部 県 産 米 戦略 室 電話:019-629-5715 メー ル ア ド レス : AF00166pref. iwate. jp 


(いわ て オリ ジ ナ ル 品 種 プ ラン ド 化 戦略 に つい て ) 
る 農林 水産 部 県 産 米 戦略 室 電話:019-629-5715 メー ル ア ド レス : AF00166pref. iwate. jp 


(岩手 県 野菜 生産 振興 計画 に つい て ) 


農林 水産 部 農産 園芸 課 電話 : 019-629-5706 メー ル ア ド レス : AF0008@pref. iwate. jp 
(岩手 県 花き 振興 計画 に つい て ) 

る $ 上 農林 水産 部 農産 園芸 課 電話 : 019-629-5709 メー ル ア ドレ ス : AF0008@pref. iwate. jp 
(岩手 県 果樹 農業 振興 計画 に つい て ) 

る $ 上 農林 水産 部 農産 園芸 課 電話 : 019-629-5706 メー ル ア ドレ ス : AF0008@pref. iwate. jp 


(公益 財団 法人 岩手 生物 工学 研究 セン ター に お ける バイ オ テ ク ノロ ジー 研究 推進 に 係る 基本 方 針 に つい て ) 
る 農林 水産 部 農林 水産 企画 室 電話 : 019-629-5622 メール アド レス : AF0001@pref.iwate. jp 


(岩手 県 楓 農 ・ 肉 用 和牛 生産 近代 化 計画 に つい て ) 


農林 水産 部 畜産 課 電話 : 019-629-5723 メー ル ア ド レス : AF0009@pref. iwate. jp 
(岩手 県 家畜 及び 鶏 の 改良 増殖 計画 に つい て ) 
農林 水産 部 畜産 課 電話 : 019-629-5721 メー ル ア ドレ ス : AF0009@pref. iwate. jp 


農業 の 振興 
③④ 農業 農村 整備 の 推進 





1 現状 と 課題 
米 消費 量 の 減少 傾向 が 継続 し 、 ま た 、 万 や 大 豆 等 の 単 収 が 低い こと か ら 、 水 田 フル 活用 に よる 野菜 の 
作付 拡大 や 、 地域 課題 に 対応 し た 技術 開発 と 普及 な ど に より 、 生 産 性 の 向上 に 取り 組ん で いく 必要 が あ 
り ま す 。 
農山 漁村 に お いて 、 今後 、 就業 人 口 の 減少 や 高齢 化 が 一 層 進 行 す る と 見 込ま れる 中 、 地 域 住民 等 と の 
協 働 に よる 農地 等 の 保全 活動 の 取組 や 、 地 域 活動 や 防災 活動 な ど コ ミュ ニテ ィ を 支え る 取組 を 更に 進め 
て いく 必要 が あり ます 。 
台風 等 に よる 被害 が 頻発 する 中 、 自然 災害 等 に 強い 農山 漁村 づく り を 推進 し て いく た め 、 農業 水利 施 
設 や 海岸 保全 施設 の 着実 な 整備 と 、 ハ ザー ド マ ッ プ の 作成 支援 な どの 市 町 村 や 地域 住民 と 連携 し た 防 
※・ 減災 対策 に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 
東日本 大 震 炎 津波 に よる 大 規模 な 停電 等 の 経験 を 踏ま る え 、 災害 時 に お いて も 地域 が 一 定 の エネ ルギー 
を 賭 え る よう 、 自 立 ・ 分 散 型 の エネ ルギー 供給 体制 の 構築 を 進め て いく こと が 必要 で す 。 






























































































































































































































































2 取組 の 基本 方 向 

生産 コス ト の 低減 や 畑作 物 等 の 生産 拡大 を 図る た め 、 水 田 の 大 区 画 化 や 排水 改良 、 畑 地 か ん が いな ど 、 
農業 生産 基盤 の 計画 的 な 整備 を 推進 し ます 。 

水利 用 の 高度 化 や 農作業 の 負担 軽減 を 図る た め 、 遠隔 操作 が 可能 と な る 給排水 シス テム や 地下 水位 の 
半 整 を 行う 地下 水位 制御 シス テム 等 の 導入 に 向け た 取組 を 推進 し ます 。 

農業 の 生産 条件 が 不利 な 中 山間 地域 に お いて は 、 地域 の ニー ズ に 合わ せ た き め 細 か な 生産 基盤 の 整備 
を 推進 し ます 。 

農業 用 水 を 安定 的 に 供給 する た め 、 農業 水利 施設 の 長寿 命 化 と ライ フサ イク ルコ スト の 低減 を 図る 保 
全 管 理 を 推進 し ます 。 

生産 者 を は じ め 、 若者 や 女性 と いっ た 地域 住民 な ど 多 様 な 主体 の 参画 ・ 連 携 に より 、 農地 や 水路 等 の 
地域 資源 の 保全 を 図る た め の 地 域 共同 活動 を 促進 し ます 。 
た め 池 等 の 農業 水利 施設 の 防災 機能 を 強化 する と と も に 、 市 町 村 が 行う ハザード マッ プ 作 成 の 支援 な 
、 到 城 の 防 衝 意 工 を 高め る 丘 動 を 一 体 的 取り 組み ます 」 


農業 水利 施設 を 活用 し た 小 水力 発電 施設 に つい て 、 更 な る 導入 促進 に 向け た 普及 啓発 等 に 取り 組み ま 
す 。 
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3 いわ て 県 民 計 画 (2019~2028) に お ける 位置 付け 
【 長 期 ビ ジョ ン 】 





政策 分 野 関係 箇所 





什 事 . 收入 | “80 | ⑦ 収益 カ の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を 目指 し ます 





P.82 | @ 一 人 ひと り に 合っ た 暮らし 方 が で きる 農山 漁村 を つく り ま す 





自然 環境 | P.86 | ③ 地球 温暖 化 防 止 に 向け 、 低 炭素 社会 の 形成 を 進め ます 





本 会 基盤 | p 88 | @ 安全 ・ 安 心 を 支え る 社会 資本 を 整備 し ます 
一 ③ 産業 や 観光 振興 の 基盤 と な る 社会 資本 を 整備 し ます 

















13 








【 政 策 推進 プラ ン 】 





























































































































政策 分 野 関係 箇所 
④ 生産 基盤 の 着実 な 整備 
票 : 水田 整備 面積 
P. 190 人 [累计 ] 【现状 值 : 14, 465ha ~ 2022 年 : 16, 000ha】 
標 : 農業 用 用 排水 路 等 の 長寿 命 化 対策 着手 施設 数 
[累计 ] 【现状 值 : 81 施設 ~ 2022 年 : 97 施設 
仕事 ・ 収 入 政策 項目 ① 農山 漁村 を 支え る 人 材 の 育成 と 地域 活動 等 の 支援 
P. 204 39 目標 : 農山 漁村 の 環境 保全 活動 へ の 参加 人 数 











【现状 值 : 121, 453 人 ^ 2022 年 : 123, 500 人 】 











政策 項目 | @@ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 
P. 205 39 ョ 標 : ハザード マッ プ 作 成 等 ソフ ト 対 策 を 実施 し た 防災 重点 た め 池 の 割合 
【 現 状 値 4.0% ^ 2022 年 : 100%】 



































政策 項目 | ② 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 






















































































































































































自然 環境 | P.231 44 目標 : 農業 水利 施設 を 活用 し た 小 水力 発電 導入 数 
[累计 ] 【现状 值 : 7 箇所 ~ 2022 年 : 10 箇所 】 
政策 項目 | 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 【 再 掲 】 
P. 243 46 標 : ハザード マッ プ 作 成 等 ソフ ト 対策 を 実施 し た 防災 重点 た め 池 の 割 合 
【现状 值 : 4. 0% ~ 2022 年 : 100%】 
社会 基 骨 ④ 農林 水産 業 の 生産 基盤 の 着実 な 整備 再掲 】 
政策 項目 目標 : 水田 整備 面積 - 
P. 249 47 [ 黑 计 ] 【现状 值 : 14, 465ha 2022 年 : 16,000ha】 
目標 : 農業 用 用 排水 路 等 の 長寿 命 化 対策 着手 施設 数 
[累计 ] 【现状 值 : 81 施設 ~ 2022 年 : 97 施設 

















4 具体 的 な 取組 











政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | @ 生産 基盤 の 着実 な 整備 
































ほ場 整備 等 の 推進 

取組 概要 (調査 計画 、 土 地 改 ミ 事 業 計画 の 策 定 ・ 法 手続 き 、 実 施設 計 、 基 盤 整備 の 実施 ) 
・ 機 能 診断 に 基づく 基幹 的 農業 水利 施設 の 保全 対策 

(機能 保全 計画 の 策定 、 機 能 全 対 策 の 実施 ) 
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政策 項目 39 | 具体 的 推進 方 策 | ① 農山 漁村 を 支え る 人 材 の 育成 と 地域 活動 等 の 支援 
































取組 概要 ・ 多面 的 機能 の 維持 ・ 発 揮 に 向け た 農山 漁村 地域 に お ける 地域 共同 活動 へ の 支援 











政策 項目 39 | 具体 的 推進 方 策 | ③ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 








取組 概要 ・ ハ ザー ド マ ッ プ 作 成人 等 ツ ソフト 対 策 へ の 支援 
(浸水 想定 区 城 図 の 作成 、 地 域 住民 へ の 啓発 、 ハ ザー ド マ ッ プ の 作成 等) 



































政策 項目 44 | 具体 的 推進 方 策 | ② 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 

















・ 小 水力 発電 導入 の 事業 化 支援 
取組 概要 ・ モ デル 施設 の 事例 紹介 等 に よる 普及 ・ 啓 発 


























政策 項目 46 | 具体 的 推進 方 策 | ⑤ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 【 再 掲 】 








取組 概要 ・ ハ ザー ド マ ッ プ 作 成人 等 ソフト 対 策 へ の 支援 
(浸水 想定 区 域 図 の 作成 、 地 域 住 民 へ の 啓発 、 ハ ザー ド マ ッ プ の 作成 等 ) 






























































































































































政策 项 目 47 | 具体 的 推進 方 策 | ④ 農林 水産 業 の 生産 基盤 の 着実 な 整備 【 再 掲 】 
・ ほ 場 整備 等 の 推進 
取組 概要 (調査 計画 、 土 地 改 良 事業 計画 の 策定 ・ 法 手続 き 、 実 施設 計 、 基 盤 整 備 の 実施 ) 
0 に 基づく 基幹 的 農業 水利 施設 の 保全 対策 
(機能 人 機能 保全 対策 の 実施 ) 
5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 
県 以外 の 主体 役割 
・ 農 業 生 産 基盤 整備 の 合意 形成 支援 、 地 元 調整 
小 規模 な 農業 施設 等 の 維持 管理 













































































6 小 水力 発電 の 導入 


生産 者 を 含め た ・ 地 域 共同 活動 体制 の 構築 
地域 住民 ・ 団 体 |・ 地 域 共同 活動 に よる 農地 等 の 保全 管理 
・NPO・ 企 業 等 |・ 防災 対策 の 実施 


























の ・ 長 寿命 化 対策 、 農 業 水利 施 




















農地 ・ 農 業 用 施設 の 点検 及び ハザード マッ プ 作 成 へ の 参画 









































関係 団体 等 “4 


』 エ ネル ギー や 再生 可能 エネ ルギー 導入 実践 





例 等 の 情報 発信 


















































の 構築 








“ 地域 共同 活动 体 甫 
・ 地 域 共 同 活 


























市 町 村 




















農地 ・ 農業 


・ 小 水力 発電 導入 の 支援 




















動 に よる 農地 等 の 保全 管理 の : 
・ 防 災 意 識 の 向上 対策 と 危機 管理 体制 の 構築 
施設 の 点検 へ の 支 








・ 農 業 生 産 基 盤 整 備 の 合意 形成 及び 事業 化 の 支援 
・ 小 規模 な 農業 生産 基盤 の 整備 ・ 長 寿命 化 対策 、 


時 
農業 























『 及 啓発 























水利 施 

















季 設 等 の 維持 管理 








援 や ハザード マッ プ の 作成 





6 関係 する 個別 計画 





名 称 


計画 期間 


根拠 法令 等 





いわ て 農業 農村 整備 の 展開 方 向 








令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 








7 照会 先 
$ 農林 水産 部 農村 計画 課 


(いわ て 農業 農村 整備 の 展開 方 向 に つい て ) 
を 農林 水産 部 農村 計画 課 


電話 : 019-629-5666 


電話 : 019-629-5666 


メー ル ア ド レス : AF0006@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0006@pref. iwate. jp 











林業 の 振興 
① 意 欲 と 能力 の ある 経営 体 の 育成 





1 現状 と 課題 

平成 27 年 (2015 年 ) の 林業 就業 者 数 は 1, 924 人 と 減少 傾向 が 続く 中 、「 い わ て 林業 アカ デミ ー"『」 に 
よる 林業 経営 体 の 中 核 と な る 現場 技術 者 の 養成 な ど に 取り 組ん で いる と ころ で す が 、 市 町 村 や 意欲 と 人 
力 の ある 林業 経営 体 が 持続 的 に 森林 の 経営 管理 を 行う 森林 経営 管理 制度 を 踏ま え 、 今後 も 、 林業 技能 
の 養成 や 、 林 業 経営 体 の 経営 力 向上 に 取り 組む 必要 が あり ます 。 





























0D 







































































2 取組 の 基本 方 向 
意欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 に よる 森林 資源 の 適切 な 管理 を 促進 する た め 、 施業 の 集約 化 等 に よる 林 
業 生 産 活 動 の 効率 化 や 経営 力 向上 に 向け た 取組 を 文 援 し ます 。 
・ 情報 通信 技術 (I CT) や 高 性 能 林業 機械 等 の 積極 的 な 導入 に よる 、 作 業 の 省力 化 ・ 効 率 化 と 経営 の 
高度 化 を 促進 し ます 。 
将来 的 に 林業 経営 体 の 中 核 と な る 現場 技術 者 を 養成 する た め 、「 い わ て 林業 アカ デミ ー」 に より 、 林 
業 へ 就業 を 希望 する 若者 に 対し 、 森 林 ・ 林 業 の 知識 や 技術 の 体系 的 な 習得 を 支援 し ます 。 
( 公 財 ) 岩手 県 林業 労働 対策 基金 と 連携 し 、 林 業 経営 体 に お ける 就労 条件 の 改善 や 就業 前 研修 等 に よ 
り 、 円 滑 な 就業 を 促進 し ます 。 










































































































































































3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 




































































































































































【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
教育 P. 70 地域 に 貢献 する 人 材 を 育て ます 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | @ 意欲 と 能力 の ある 経営 体 を 育成 し 、 農 林 水 産業 の 振興 を 図り ます 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
政策 項目 ⑤ 農林 水産 業 の 将来 を 担う 人 材 の 育成 
教育 P. 93 18 標 :・「 い わ て 林業 アカ デミ ー」 の 修了 生 数 
[累计 ] 【现状 值 : 15 人 ~ 2022 年 :93 人]】 
政策 项 目 中 NH 
P.180 36 村 : 森林 経営 管理 制度 に 基づく 、 意 欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 数 
【现状 值 : 一 経営 体 ~ 2022 年 : 70 経営 体 】 
仕事 ・ 収 入 ② 農林 水産 業 の 次 代 を 担う 意欲 ある 新規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 
政策 項目 | 日 標 :「 い わ て 林業 アカ デミ ー」 人 [再 揭 】 
P. 181 36 累计 ] 【现状 值 : 15 人 ~ 2022 年 :93 人】 
目标 : 新 规 林 业 就 业者 数 
【现状 值 : 109 人 ~ 2022 年 : 110 人 】 






































"いわ て 林業 アカ デミ ー : 林業 事業 体 経営 の 中 核 を 担う 現場 技術 者 を 養成 する た め 、 産 学 官 の 協力 を 得 て 行わ れる 岩手 県 に よる 研修 制度 。 
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4 具体 的 な 取組 





政策 項目 18 | 具体 的 推進 方 策 | ⑤ 農林 水産 業 の 将来 を 担う 人 材 の 育成 








取組 概要 ・「 い わ て 林業 アカ デミ ー」 に お ける 知識 や 技術 の 体系 的 な 習得 支援 























政策 項目 36 | 具体 的 推進 方 策 | ① 地域 農林 水産 業 の 核 と な る 経営 体 の 育成 


























到 相 根 要 。 | ' 意 欲 と 能力 の ある 林業 経営 体 の 育成 、 経営 改善 や 体質 強化 に 対す る 支援 、 礎 林 経営 計 
画 の 作成 な ど 施業 の 集約 化 の 取組 支援 




















政策 項目 36 | 具体 的 推進 方 策 | ② 農林 水産 業 の 次 代 を 担う 意欲 ある 新規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 

















到 组 梳 要 。 | ・「 い わ て 林業 アカ デミ ー」 に お ける 知識 や 技術 の 体系 的 な 習得 支援 
. 関係 団体 と 連携 し た 新規 就業 者 の 確保 






























































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 












































県 以外 の 主体 役割 
. 森林 施業 の 集約 化 と 森林 経営 計画 の 作成 
林業 経営 体 ・ 新規 就業 者 等 の 受入 態勢 の 整備 
・ 団 体 等 ・ 経 験 や 技術 の レベ ル に 応じ た 林業 技能 者 の 育成 
・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 の 実施 














・ 市 町 村 森 林 整 備 計 画 の 策定 
・ 森 林 経 営 計画 の 認定 
市 町 村 ・ 新 た な 森林 経営 管理 制度 に よる 森林 の 管理 

・ 担 い 手 の 育 成 支援 
・ 森 林 所 有 者 に 対す る 補助 事業 等 の 普及 啓発 
・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 の 支援 










































































6 関係 する 個別 計画 





名 称 計画 期間 根拠 法令 等 





Ei NE 2 PA 平成 27 年 度 (2015 年 度 ) 
岩手 県 森林 資源 循環 利用 推進 ビジ ョ ン へ 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 





平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 林業 労働 力 の 確保 の 促進 


人 ー 令 和 2 年 度 (2020 年 度 ) | に 関す る 法律 

















7 照会 先 

る $ 上 農林 水産 部 森林 整備 課 電話 : 019-629-5781 メー ル ア ドレ ス : AF0011@pref. iwate. jp 
(岩手 県 森林 資源 循環 利用 推進 ビジ ョ ン に つい て ) 
農林 水産 部 林業 振興 課 電話 : 019-629-5775 メー ル ア ドレ ス : AF0010@pref. iwate. jp 


(岩手 県 林業 労働 力 確保 基本 計画 に つい て ) 
る $ 上 農林 水産 部 森林 整備 課 電話 : 019-629-5781 メー ル ア ドレ ス : AF0011@pref. iwate. jp 





林業 の 振興 
森林 整备 OO 推进 





1 現状 と 課題 
豊富 な 森林 資源 を 背景 に 、 多様 な 木材 加工 施設 の 立地 や 、 木質 バイ オマ ス の エネ ルギー 利用 が 進ん で 
いる と ころ で あり 、 木 材 需 要 の 拡大 に 対応 し た 県 産 木材 の 安定 供給 体制 の 強化 を 図っ て いく 必要 が あり 
ます 。 


農山 漁村 に お いて 、 今後 、 就業 人 口 の 減少 や 高齢 化 が 一 層 進 行 す る と 見 込ま れる 中 、 地 域 住民 等 と の 
協 働 に よる 森林 等 の 保全 活動 の 取組 や 、 地 域 活動 や 防災 活動 な ど コ ミュ ニテ ィ を 支え る 取組 を 更に 進め 
て いく 必要 が あり ます 。 
台風 等 に よる 被害 が 顔 発する 中 、 自 然 災害 等 に 強い 農山 漁村 づく り を 推進 し て いく た め 、 治 山 施設 の 
実 な 整備 な どの 防災 ・ 減 災 対 策 に 市 町 村 や 地域 住民 と 連携 し て 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 
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・ 平成 18 年 度 (2006 年 度 ) か ら 、 管 理 不 十分 な 森林 の 強度 間伐 に 取り 組ん で きま し た が 、 依 然 と し て 
整備 の 必要 な 人 工 林 が 存在 する こと か ら 、 県 民 の 支援 や 参画 に より 森林 の 再生 を 進め る 必要 が あり ます 。 



































2 取組 の 基本 方 向 
森林 経営 計画 等 の 策定 を 進め 、 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 を 通じ て 、 持 続 的 な 森林 経営 を 促進 し ます 。 
森林 整備 等 の 効率 性 を 高め る た め 、 林 道 な ど 路 網 の 計画 的 な 整備 を 促進 し ます 。 
松 く い 虫 被害 や ナラ 枯れ 被害 の 拡大 を 防ぐ た め 、 市 町 村 と の 連携 に より 、 効 果 的 な 防除 対策 を 実施 す 


る と と も に 、 樹種 転換 や 更新 伐 な ど に よる 伐採 木 の 利 用 を 通じ て 、 病害 虫 被害 を 受け に くい 健全 な 森林 
づく り を 促進 し ます 。 

























































































治山 施設 の 設置 や 適切 な 森林 整備 を 行い 、 荒 廃 森林 の 復旧 及び 山地 災害 の 未然 防止 に 取り 組み ます 。 
生物 多様 性 の 保全 や 水源 の 滴 養 と いっ た 公益 的 機能 を 持つ 健全 な 森林 が 守ら れ 、 次 世代 に 引き 継が れ 
る よう 、 県 民 の 支援 や 参画 に よる 森林 整備 な どの 取組 を 進め ます 。 

二酸化 大 素 の 吸収 ・ 固 定 な ど 森 林 の 多面 的 な 機能 を 持続 的 に 発揮 させ る た め 、 間 伐 、 再 造 林 等 の 森林 
整備 を 促進 する と と も に 、 公 共 施設 等 の 整備 に お ける 県 産 木材 の 利用 拡大 に 向け て 取り 組み ます 。 
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3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 























【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を つく り ま す 
P.82 | ⑨ 一 人 ひと り に 合っ た 暮らし 方 が で きる 農山 漁村 を つく り ま す 
自然 環境 P.85 | ① 多様 で 優れ た 環境 を 守り 、 次 世代 に 引き 継ぎ ます 
党 P.86 | @ 地球 温暖 化 防止 に 向け 、 低 炭素 社会 の 形成 を 進め ます 
社会 基盤 | p 88 ② 安全 ・ 安 心 を 支え る 社会 資本 を 整備 し ます 
③ 産業 や 観光 振興 の 基盤 と な る 社会 資本 を 整備 し ます 














【 政 策 推進 プラ ン 】 









































































































































































































































































































































































































































































































































政策 分 野 関係 箇所 
④ 生産 基盤 の 着実 な 整備 
標 : 再 造林 面積 
P. 190 Mo 【 現 状 値 : 749ha ~ 2022 年 : 1.000ha】 
標 : 林道 整備 延長 
[累计 ] 【现状 值 : 4.515km ~ ”2022 年 : 4.565km】 
仕事 ・ 収 入 政策 項目 ⑤ 鳥獣 被害 や 松 ぐ い 虫 ・ ナ ラ 枯 れ 被 害 の 防止 対策 の 推進 
P. 190 37 標 : 松 く い 虫 に よる 被害 量 
【现状 值 : 30 千 可 て 2022 年 :27 千 ri】 
③ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 
I 
P. 205 Ms 目標 : 山地 災害 防止 機能 が 確保 され た 集落 数 
[累计 ] 【现状 值 : 974 集落 て 2022 年 : 1,000 集落 】 
政策 項目 | ④ 水 と 緑 を 守る 取組 の 推進 
P. 222 42 目標 : 県 民 参 画 に よる 公益 的 な 機能 を 重視 する 森林 整備 面積 
自然 環境 [累计 ] 【现状 值 : 15, 507ha ~ 2022 年 : 20,780ha】 
92 政策 項目 | ③ 適切 な 森林 整備 等 の 取組 推進 に よる 森林 吸収 源 対 策 
P. 231 44 標 : 間伐 材 利用 率 
【 現 状 値 : 40.8% ~ 2022 年 : 42.8%】 
政策 項目 | 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 【 再 掲 
P. 243 46 標 : 山地 災害 防止 機能 が 確保 され た 集落 数 
[累计 ] 【现状 值 : 974 集落 て 2022 年 : 1, 000 集 3 
社会 基 胡 ④ 農林 水産 業 の 生産 基盤 の 着実 な 整備 【 再 掲 】 
政策 項目 目標 : 再 造林 面积 
P. 248 47 【 現 状 値 : 749ha ~ 2022 年 : 1.000ha】 
目標 : 林道 整備 延長 
[累计 ] 【现状 值 : 4.515km ~ 2022 年 : 4.565km】 
4 具体 的 な 取組 
政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ④ 生産 基盤 の 着実 な 整備 
・ 低 徐 度 植 栽 の 普及 ・ 啓 発 
・ コ ン テ ナ 苗木 の 普及 ・ 啓 発 
取組 概要 。 | . 令 採 業者 と 造林 業者 の マッ チン グ 
・ 計 画 的 な 林道 の 整備 
政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ⑤ 鳥獣 被害 や 松 く ぐい 虫 ・ ナ ラ 枯 れ 被 害 の 防止 対策 の 推進 
被害 先端 地域 に お ける 徹底 防除 
取組 概要 。 | 和合 まん延 地域 に お ける 伐採 木 の 利 用 と 防除 
政策 項目 39 | 具体 的 推進 方 策 | ③ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 
取組 概要 ・ 治 山 対策 の 実施 、 治 山 施設 の 適正 管理 と 点検 補修 
政策 項目 42 | 具体 的 推進 方 策 | ④ 水 と 緑 を 守る 取組 の 推進 
取組 概要 ・ 公 益 的 な 機能 を 重視 する 森林 整備 の 促進 
政策 項目 44 | 具体 的 推進 方 策 | ③ 適切 な 森林 整備 等 の 取組 推進 に よる 森林 吸収 源 対策 
取組 概要 ・ 森 林 作 業 道 の 整備 や 高 性 能 林 業 機械 の 導入 に 対す る 支援 
・ 施 業 の 集約 化 に よる 搬出 間伐 の 支援 
政策 項目 46 | 具体 的 推進 方 策 |⑤ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 【 再 掲 】 
取組 概要 ・ 治 山 対 策 の 実施 、 治 山 施設 の 適正 管理 と 点検 補修 
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政策 項目 | 47 | 具体 的 推進 方 筑 | ④ 農林 水産 業 の 生産 基盤 の 着実 な 整備 【 再 掲 
. 低 密 度 植 栽 の 普及 ・ 刻 人 
・ コ ン デ ナ 首 木 の 普及 ・ 啓 発 

取組 概要 。 | . 伐 探 业者 上 造林 业者 记过 浆 于 六 少 
. 計画 的 な 林道 の 整備 






































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 


役割 





林業 経営 体 
・ 団体 等 























全 化 ! 








・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 の 実施 
・ マ ツ 林 ・ ナ ラ 林 の 健 
・ 保 安 林 制 度 の 理解 と 遵守 


こ 資 する 予防 的 利用 








市 町 村 













































































・ 森 林 所 有 者 に 対す る 補助 
・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 の 支援 
・ 林道 の 整備 、 維 持 管理 
・ 松 くい 虫 ・ ナ ラ 枯 れ 対策 に 関す る 意識 啓発 ・ 被 害 防止 対策 の 実施 
・ 治 山 対策 の 実施 に 向け た 地域 合意 形成 支援 
・ 治 山 対 策 や 保安 林 制 度 の 普及 砂 発 
・ 森 林 整 備 等 の 実施 





『 業 等 の 普及 刻 人 





























県 民 

















・ 森 林 整 備 活 動 等 へ の 参加 





6 関係 する 個別 計画 





名 称 


計画 期間 


根拠 法令 等 





岩手 県 森林 資源 循環 利用 推進 ビジ ョ ン 


平成 27 年 度 (2015 年 度 ) 
て 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 





治山 事業 四 箇 年 実施 計画 (第 3 期 ) 


令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 








林道 整備 事業 中 期 実施 計画 (第 4 期 ) 


令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 











7 照会 先 


を る 農林 水産 部 森林 整備 課 


電話 : 019-629-5791 


(岩手 県 森林 資源 循環 利用 推進 ビジ ョ ン に つい て ) 


る 農林 水産 部 林業 振興 課 


電話 : 019-629-5775 


治山 事業 四 箇 年 実施 計画 (第 3 期 ) に つい て ) 


$ 農林 水産 部 森林 保全 課 


電話 : 019-629-5798 


(林道 整備 事業 中 期 実 施 計画 (第 4 期 ) に つい て ) 


る 農林 水産 部 森林 保全 課 


電話 : 019-629-5800 


20 


メー ル ア ド レス : AF0011@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0010@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0012@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0012@pref. iwate. jp 











林業 の 振興 
③ 木 材 供 結 体制 の 構築 





1 从 
富 な 森林 資源 を 背景 に 、 多様 な 木材 加工 施設 の 立地 や 、 木質 バイ オマ ス の エネ ルギー 利用 が 進ん で 


Peet ee a ee 定 供給 体制 の 強化 を 図っ て いく 必要 が あり 
ます 。 








































































































木質 バイ オマ ス に つい て は 、 公 共 施 設 や 産業 分 野 等 で の 利用 を 促進 する と と も に 、 燃料 と な る 地域 の 
末 利 用 間伐 材 等 を 安定 的 に 供給 で きる 体制 を 構築 し て いく 必要 が あり ます 。 


























2 取組 の 基本 方 向 


県 産 木 材 の 安定 的 な 供給 体制 の 構築 に 向け 、 市 町 村 と 連携 し 、 森 林 施 業 の 集約 化 と 林道 等 の 整備 を 進 
め 、 路 網 と 高 性 能 林業 機械 の 組合 せ に よる 木材 生産 の 低 コ スト 化 を 促進 し ます 。 


































































































市 場 ニ ー ズ に 応じ た 品質 ・ 性 能 の 確か な 製材 品 等 の 供給 に 向け 、」JAS (日 本 農林 規格 ) や 森林 認証 
等 の 普及 を 進め 、 取 得 を 促進 し ます 。 




































































木材 需給 情報 の 共有 や 安定 取引 協定 の 締結 促進 等 に より 、 素材 生産 事業 者 と 木材 加工 事業 者 等 と の マ 
ッ チ ング を 促進 し 、 県 産 木材 の 安定 供給 体制 の 構築 に 取り 組み ます 。 










































































股 家庭 に 加え 、 公共 施設 や 産業 分 野 に お ける 木質 バイ オマ ス ボ イ ラー 等 の 燃焼 機器 の 導入 を 促進 す 
る と と も に 、 木 質 バ イオ マス 燃料 と な る 地域 の 未 利用 間伐 材 等 の 安定 供給 体制 の 構築 に 向け た 取組 を 促 
進 し ます 。 


豊富 な 森林 資源 の 有効 利用 を 進め 、 木 人 質 バ イオ マス を 燃料 に 利用 し た 地域 熱 供給 の 取組 を 促進 し ます 。 






















































































3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 


【 長 期 ビ ジョ ン 】 

政策 分 野 関係 箇所 

仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を つく り ま す 
自然 環境 | P. 86 | @ 地球 温暖 化 に 向け 、 低 炭素 社会 の 形成 を 進め ます 


【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 


仕事 収入 | P 186 to ee spl 






























































【现状 值 : 1, 489 千 mm て 2022 年 :1,510 千 ni】 
政策 項目 | ② 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 
44 標 チッ プ の 利 1 里 























自然 环境 | P. 231 












































【现状 值 : 230, 809BDt ~ 233,800BDt】 





4 具体 的 な 取組 


政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 
NM CN em 

取組 概要 ・ 木 材 加工 事業 者 等 に よる 」AS 等 の 取得 促進 

・ 木 材 電 給 情報 の 共有 
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政策 项 目 44 | 具体 的 推進 方 策 


② 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 






































・ 木 質 バ イオ マス 利用 機器 の 導入 に 対す る 支援 
取組 概要 ・ 木 質 バ イオ マス コー ディ ネー ター に よる 指導 ・ 助 言 
・ 地 域 へ の 熱 供 給 シ ステ ム 導 入 の 取組 支援 





























5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 



































































































































・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 の 支援 
市 町 村 RC 維持 管理 


県 以外 の 主体 役割 
・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 の 実施 
林業 経営 体 ・ 県 産 木 材 の 安定 供給 体制 の 構築 
・ 団体 等 ・ 木 質 バ イオ マス 利用 機器 等 の 導入 
・ 木 資 燃料 の 安定 供給 体制 の 構築 
・ 森 林 所 有 者 に 対す る 補助 事業 等 の 普及 啓発 





























・ 地 域 に お ける 森林 資 
。 木质 人 オマ ス 利 




















源 の 循環 利用 の 促進 














用 機器 等 の 導入 

















6 関係 する 個別 計画 





名 称 


計画 期間 


根拠 法令 等 





岩手 県 森林 資源 循環 利用 推進 ビジ ョ ン 


平成 27 年 度 (2015 年 度 ) 
て 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 








いわ て 木質 バイ オマ スエ ネル ギー 利用 展開 指針 


令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 











7 照会 先 


を 農林 水産 部 林業 振興 課 電話: 019-629-5791 


(岩手 県 森林 資源 循環 利用 推進 ビジ ョ ン に つい て ) 


る 農林 水産 部 林業 振興 課 電話: 019-629-5775 


(いわ て 木質 バイ オマ スエ ネル ギー 利用 展開 指針 に つい て ) 


を る 農林 水産 部 林業 振興 課 電話: 019-629-5772 
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メー ル ア ド レス : AF0010@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0010@pref. iwate. jp 


メー ル ア ド レス : AF0010@pref. iwate. jp 











林業 の 振興 
④ 特 用 林産 物 の 生産 振興 














































































































1 現状 と 課題 
山村 地域 の 貴重 な 収入 源 で ある 、 し いた け だ 木炭 、 生 漆 等 の 特 用 林産 物 の 生産 振興 を 図る 必要 が あり 
ます 。 
2 取組 の 基本 方 向 
・ 原木 し いた け に つい て は 、 放射 性 物質 の 影響 に より 、 出荷 制限 が 指示 され て いる 市 町 4 村 が ある こと か 
ら 、 簡 易 ハ ウス の 整備 な ど を 支援 し ます 。 
生産 技術 の 向上 や 生産 規模 の 拡大 に 取り 組み ます 。 






































安全 な し いた け 原 木 の 確保 を 進め る と と も に 、 
炭 技術 の 継承 に よる 品質 の 確保 ・ 向 上 な ど 、 


製 談 技 従 
填 要 が 増大 し て いる 生 深 の 生産 量 拡大 に 向け 、 漆 苗 木 の 増 


組 を 支援 し ます 。 


岩手 木炭 の プラ ンド 強化 の 取組 を 支援 し ます 。 


産 や 深 林 の 整備 、 漆 挿 き 職人 の 育成 等 の 取 































































































3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 




















































































































【 長 期 ビ ジョ ン 】 
4 本 の 柱 関係 箇所 
な り わ い の 再 生 | P.56 | ④ 地域 特性 を 生か し た 生産 性 ・ 収 益 性 の 高い 農林 業 を 実現 し ます 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を つく り ま す 
【 復 興 推 進 プ ラン 】 
4 本 の 柱 関係 箇所 
取組 項目 | や 放射 性 物質 の 影響 を 受け た 産地 の 早期 再生 
な り わ い の 再 生 | P.43 Ne 17 計画 値 : 簡易 ハウ ス 設 置 数 
和 【2019 . 2020 计 : 2 棟 】 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
政策 項目 | 中 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 
仕事 ・ 収 入 | P.186 37 標 : 乾 Lvw 关 二 植 菌 本 数 
【现状 值 : 882 千本 ~ 2022 年 : 980 千本 】 

















4 具体 的 な 取組 



































【 復 興 推進 プラ ン 】 
取組 項目 | 17 | 取組 内 容 。 | ③ 放映 性 物質 の 影響 を 受け た 産地 の 早期 再生 
取組 概要 | ・ 簡 易 ヘ ウス 等 の 設置 支援 











23 





【 政 策 推進 プラ ン 】 











政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 











・ 原 木 し いた け の 生産 支援 
取組 概要 ・ 製 炭 技 士 の 養成 、 岩 手 木炭 の ブラ ンド 強化 支援 
・ 漆 生産 量 の 拡大 支援 












































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 




























































































県 以外 の 主体 役割 
林業 経営 体 1 本 と 全 の 指 
. 団体 等 原木 し いた け 生 産 技術 の 指導 
市 町 村 ・ 原 木 し いた け 生 産 技術 指導 等 へ の 支援 
6 照会 先 


農林 水産 部 林業 振興 課 電話 : 019-629-5775 メー ル ア ドレ ス : AF0010@pref. iwate. jp 
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1 現状 と 課題 


モノ の イン ター ネッ ト (IoT) や 人 工 知能 (A 1 )、 
れ を 農林 水産 業 の 振興 に つなげ 、 イ ノノ ベー ション の 力 で 様々 な 課題 を 解決 する こと が 


す 。 


今後 、 農林 漁業 従 3 


る た め に 











の 











2 取組 の 基本 方 向 
航空 レー ザ 計 測 技術 や 高 性 能 林業 機械 の 導入 、 林 業 就業 者 へ の 知識 ・ 技 術 
マー ト 林 業 !『」 の 実現 に 取り 組み ます 。 
カラ マツ 種子 の 着 果 促進 技術 の 検証 や スギ 花粉 症 対策 品種 の 種子 増産 等 に 
保 に 取り 組み ます 。 
アカ マツ CL 丁 "等 の 実用 化 や 、 広 葉 樹 資 源 を 活用 し た 木材 製品 の 商品 化 に 
組み ます 。 


3 いわ て 県 民 計 画 









































き 者 の 減少 や 高齢 化 が 一 
は 、 次 代 を 担う 新規 就業 者 を f 
最 先 端 技術 の 積極 的 な 導入 に より 、 
































人 保 ・ 


林業 の 振興 
⑤ 昔 新 的 な 技術 開発 と 導入 促進 











層 進 行 する ! 
育成 する と と も 
生産 性 の 向上 や 経営 の 高度 














































































































ヒ を 促進 





省 得 の 支 】 















































(2019 一 2028) に お ける 位置 付け 


より 、 優良 


























向け た 技術 開発 等 に 取り 





で 、 岩手 県 の 農林 水産 業 の 持続 的 な 発 属 


ロボ ッ ト 等 の 活用 な ど 、 第 4 次 産業 革命 の 流 
E 要 と な っ て い ヨ 








デラ テテ ーー 


な 種苗 の 安定 














I 二 


を 図 
に 、 情 報 通信 技術 (IT CT) や ロボ ッ ト 等 
する こと か 必要 で す 。 


欄 な ど に よる [又 


確 
























































































































































































































































し た 木質 系 材料 。 建築 の 構造 材 の 他 、 土 木 


16 GTIS : 地理 情 


ー タ ) を 総合 的 に 管理 ・ 加 工 し 、 視 覚 的 に 表示 し 、 高 度 な 分 



































材 、 家 具 な ど に も 使 









































報 シ ステ ム (GIS : Geographic Information a 











) 析 や 迅速 な 判断 を 可能 に 
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地理 的 位置 を 手がかり に 、 
する 技術 。 





位置 





に 関す る 情 





報 を 持っ た デー タ 





【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を つく り ま す 
プロ ジェ クト 関係 箇所 
农林 水 产业 高 度 化 pp ee 、 
i P. 115 | ② 豊富 で 多様 な 森林 資源 を 活用 し た 林業 の 成長 産業 化 の 推進 
推進 ブロ ツェ クト 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
履 策 项 目 | ② 革新 的 な 技術 の 開発 と 導入 促進 
仕事 ・ 収 入 | P.188 37 目标 : 着 果 促進 技術 の 活用 に よる カラ マツ 種子 の 供給 量 
【 現 状 値 40 kg ~ 2022 年 : 50 kg】 
4 具体 的 な 取組 
政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ② 革新 的 な 技術 の 開発 と 導入 促進 
・G I SF や 情報 通信 技術 (ICT) 等 の 先端 技術 の 活用 
取組 概要 ・ カ ラマ ツ 、 ス ギ の 優良 種苗 の 安定 確保 
・CL 丁 等 の 高 付加 価値 化 技 術 の 研究 開発 、 新 た な 製材 品 開発 の 支援 
3 スマ ー ト 林業 : 情報 通信 技術 (ICT) 等 を 活用 し て 、 省 力 化 や 収益 性 の 向上 な ど を 進め た 次 世代 林業 
1 CLT : Cross Laminated Timber Cross Laminated Timber の 略称 で 、 ひ き 板 (ラミ ナ ) を 並べ た 後 、 繊 維 方 向 が 直交 する よう に 積層 接着 














5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 役割 








林業 経営 体 ・ 団 体 等 ・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整 備 の 実施 








・ 造 林 や 間伐 等 の 森林 整備 の 支援 















































市 町 村 ・ 林道 の 整備 、 維 持 管理 
6 照会 先 
る $ 上 農林 水産 部 森林 整備 課 電話 : 019-629-5781 メー ル ア ドレ ス : AF0011@pref. iwate. jp 
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水産 業 の 振興 



























































取り 組む 必要 が あり ます 。 


2 取組 の 基本 方 向 
「 い わ て 水産 アカ デミ ー『」 に より 、 漁 業者 に 必要 な 基礎 的 知識 や 技術 の ほか 、 最 新 の 情報 や 技術 を 




















市 町 村 と 連携 し 、 住居 の 確保 な ど 新 規 就業 者 に 対す る 生活 面 


駆使 し た 効率 的 な 漁 















































① 意 欲 と 能力 の ある 経営 体 の 育成 


平成 25 年 (2013 年 ) の 漁業 就業 者 数 は 6, 289 人 と 10 年 間 で 約 40% 減 少 す る 中 、 東 日 本 大 震 災 津波 
に より 減少 し た 漁業 ・ 養 殖 業 生 産 の 回 復 を 図る と と も に 、 地 域 ? 
育成 な ど に 




















欠 業 を けん 引 す る 中 核 的 漁業 経営 体 "の 




















業 経営 手法 の 習得 を 支援 し 、 地 域 漁業 を リー ド す る 人 材 を 育成 し ます 。 





















































必要 な 助言 

































































で の 支援 を 行う と と も に 、 漁業 や 就業 に 





・ 指 導 等 を 行う 体制 の 整備 な ど に より 、 定 着 率 の 向上 に 取り 組み ます 。 

















地域 再生 営 漁 計 画 に 基づく 取組 の 支援 に より 、 中 核 的 漁業 経営 体 を 育成 し ます 。 











































































































































































































情報 通信 技術 (ICT) 等 の 積極 的 な 導入 に よる 、 作 業 の 省力 化 ・ 効 率 化 と 経営 の 高度 化 を 促進 し ま 
すず 
3 いわ て 県 民 計 画 (2019~2028) に お ける 位置 付け 
【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
教育 P. 70 地域 に 貢献 する 人 材 を 育て ます 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | @ 意欲 と 能力 の ある 経営 体 を 育成 し 、 農 林 水 産業 の 振興 を 図り ます 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
政策 項目 | ⑤ 農林 水産 業 の 将来 を 担う 人 材 の 育成 
教育 P. 93 18 標 :「 い わ て 水産 アカ デミ ー」 の 修了 生 数 
[累计 ] 【现状 值 : 一 人 ~ 2022 年 : 40 人 】 
① 地域 農林 水産 業 の 核 と な る 経営 体 の 育成 
P. 180 Se 標 : 中 核 的 漁業 経営 体 数 
【现状 值 : 489 経営 体 て 2022 年 : 520 経営 体 】 
仕事 ・ 収 入 ② 農林 水産 業 の 次 代 を 担う 意欲 ある 新規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 
政策 項目 目標 :・「 い わ て 水産 アカ デミ ー」 の 修了 生 数 【 再 掲 】 
P. 181 36 [累计 ] 【现状 值 : 一 人 ~ 2022 年 : 40 人 】 
目標 : 新規 漁業 就業 者 数 
【现状 值 :55 人 ~ 2022 年 : 70 人 】 























4 具体 的 な 取組 





政策 項目 








18 | 具体 的 推進 方 策 | ⑤ 農林 水産 業 の 将来 を 担う 人 材 の 育成 





取組 概要 

















・「 い わ て 水産 アカ デミ ー」 に お ける 漁業 者 に 必要 な 基礎 的 知識 や 技術 等 の 習得 支援 




















7 中 核 的 漁業 経営 体 : 年 間 販売 額 が 1 千 万 円 以上 の 漁業 経営 体 。 





18 いわ て 水産 アカ デミ ー : 漁業 の 基礎 知識 や 高度 な 経営 手法 の 習得 を 通じ 、 将 来 の 同 手 ! 


修 制度 。 




















mm 

















27 


ii 














ょ の 漁業 の 中 核 を 担う 人 材 を 養成 する 岩手 県 に よる 1 

























































































政策 项 目 36 | 具体 的 推進 方 策 | ① 地域 農林 水産 業 の 核 と な る 経営 体 の 育成 
取組 概要 ・ 地 域 再生 営 漁 計画 に 基づく 取組 の 支援 
政策 項目 36 | 具体 的 推進 方 策 | ② 農林 水産 業 の 次 代 を 担う 意欲 ある 新規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 
取組 概要 ・「 い わ て 水産 アカ デミ ー」 に お ie こ 必 要 な 基礎 的 知識 や 技術 等 の 習得 支援 
・ 市 町 村 漁業 就業 者 育成 協議 会 に よる 定着 支援 に 向け た 活動 






































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 


役割 





生产 者 团体 等 


・ 地 域 に 


お ける 後継 者 の 育成 、 新 規 就業 者 の 受入 態勢 整 備 
































・ 地 域 # ;和 党 洽 计 画 外 案 行 





・ 中 核 的 漁業 経営 体 の 育成 (漁業 ・ 養 殖 業 経営 の 規模 拡大 ) 











中 














市 町 村 





・ 地 域 に 





お ける 新規 就業 者 受入 環境 整備 の 推進 














・ 地 域 再 














生 営 漁 計 画 の 実行 支援 

















・ 中 核 的 漁業 経営 体 の 育成 支援 














6 関係 する 個別 計画 





名 称 


計画 期間 根拠 法令 等 








岩手 県 漁業 担い 手 育成 ビジ ョ ン 


平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 
て 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 











7 照会 先 


を 農林 水産 部 水産 振興 課 


(岩手 県 漁業 担い 手 育成 ビジ ョ ン に つい て ) 
を る 農林 水産 部 水産 振興 課 


電話 : 019-629-5806 メー ル ア ド レス : AF0013@pref. iwate. jp 


電話 : 019-629-5806 メー ル ア ド レス : AF0013@pref. iwate. jp 
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水産 業 の 振興 
② 生 産 性 ・ 市 場 性 の 高い 水産 物 の 産地 づく り 


1 現状 と 課題 
就業 者 数 の 減少 と 高齢 化 が 同時 に 進 ゅ 上 と と も に 
NN 
等 養殖 業 の 生産 性 向上 な ど 、 高 度 な 「 つ くり 育 





























主要 魚 種 の 生産 量 が 減少 傾向 に あり ます 。 


の 回 復 を 図る た め 、 サケ ・ ア ワ ビ 等 の 資源 回 復 や ワ 


育て る 漁業 」 を 推進 する 必要 が あり ます 。 














津波 に より 減少 し た 生産 の より 一 層 





















































2 取組 の 基本 方 向 


(漁業 ) 


水産 資源 の 持続 的 利用 
な 水産 3 

















また 、 




















に 向け 、 ク ロマ グロ や ミズ ダコ な どの 適切 な 資源 管理 や 、 サ クラ マス な どの 新た 
資源 の 造成 と 保護 培養 を 推 進 夫人 


漁業 者 に 対し て 、 国 が 示す 漁獲 j 































































































能 量 を 遵守 する よう 指導 する ほか 、 県 の 地 先 資 ? 



































に よる 


站 
管理 手法 の 導入 を 目指 し ます 。 











原 の 調査 及び 





| 
























































アワ ビ な どの 磯 根 資源 の 保護 に つい て は 、 漁業 取締 
に 、 陸 上 パト ロー ル 回 数 を 増やし て 、 密 漁 防 止 対策 を 強化 し 3 


(養殖 業 ) 











SG 本 


漁 内 








(安全 ・ 安 心 な 産地 づく り ) 
・ 漁獲 か ら 陸 揚げ 、 流 通 ・ 加 工 ま で の 一 貫 し た 衛生 ・ 品 質 管 





ョ 質 管 理 を 行う 「 高 度 衛生 品質 管理 地域 づく り 」 
に よる 地域 ご と の 高度 な 水産 物 供給 体 


関係 機関 と 連携 し て 、 a 
毒 の 発生 予測 や 考 値 を 下げ る 技術 開発 を 推進 し ます 





3 いわ て 県 民 計画 


業 就業 者 の 減少 に 対応 する た め 
記 抜 方 式 」 の 導入 な ど 作業 を 周年 に わた り 平 





里 


レン まま 








nx 








急 業 取締 船 の 性 能 強 化 に よる 取締 体制 の 充実 を 図る と と も 


















































ます 。 


生産 能 


E 産 能力 と 意欲 ある 漁業 者 が 規模 拡大 と 効率 化 に 
を 促進 する と と も に 、 地 域 の 生産 量 を 維持 ・ 























中 極 的 に 取り 組め る よう 、 漁 場 利用 つ ウル ー ル づく り 


肖 大 する た め 、 漁 協 自 営 養殖 を 促進 し ます 。 
地域 の 漁業 関係 者 と 企業 の 相互 理解 を 前 提 に 、 養 殖 生産 に お ける 企業 と の 連携 を 促進 し ます 。 


、 省 力 化 機器 の 積極 的 な 導入 や 協業 体 な どの 組織 化 
レ す る た め の 取 組 を 促進 し ます 。 



















































































、「 ワ カメ の 後 
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制 の 構築 を 促進 し ます 。 


貞 毒 な どの 状況 を 定期 的 に 監視 し 、 そ の 結果 を 速やか に 公表 する と と も 





































































































し ン o 








(2019 一 2028) に お ける 位置 付け 


































































































【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を つく り ま す 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 
標 : サク ラマ ス 放 流 尾数 
仕事 ・ 収 入 | P.186 政策 项 目 【现状 值 : 220 千 尾 て 2022 年 : 1 175 千 尾 】 
97 目標 : 養殖 わか め 生 産 者 1 人 当たり の 生産 量 
【 現 状 値 : (2015 年 ) 16.7 トン ~ 2022 年 : (2020 年 ) 18.7 トン 】 
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政策 分 野 関係 箇所 





③ 安全 ・ 安 心 な 産地 づく り の 推進 





































































































































































































































































































































































































仕事 ・ 収 入 | P.189 | 到 各 区 忆 | ， 目标 :高度 生 生 名 和 管理 地 直 避 定 儿 
[累计 ] 【现状 值 : 3 市 町 村 て 2022 年 : 10 市 町 村 】 
4 具体 的 な 取組 
政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | @ 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 づく り の 推進 
・ サ クラ マス の 資源 造成 技術 の 確立 ・ 普 及 促進 
・ 密 漁 防止 対策 の 強化 
取組 概要 。 | 漁協 等 の 具 業 種 企業 と の ネッ トワ ー ク 強化 
・ 漁 協 等 が 行う 養殖 業 の 協業 化 に 向け た 取組 支援 
政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ③ 安全 ・ 安 心 な 産地 づく り の 推進 
・ 地 域 計画 (高度 衛生 品質 管理 地域 づく り ) の 実行 支援 
取組 概要 ・HACCP 導 入 に 係る 水産 加工 事業 者 へ の 個別 指導 
・ 水 産 技術 シンター に よる 上 貝 毒 毒 化 予 測 技術 等 の 開発 
5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 
県 以外 の 主体 役割 
・ 水 産 資源 の 適正 な 管理 
・ つ くり 育て る 漁業 の 実践 
生産 者 ・ 団 体 等 |. 加工 ・ 販 売 事業 者 と の 連携 
・ 衛 生 品 質 管理 の 高度 化 
水産 資源 の 適正 な 管理 に 関す る 普及 啓発 等 
当主 ・ つ くり 育て る 漁業 の 推進 
・ 生 産 者 と 加工 ・ 販 売 事 業者 が 連携 し た 取組 の 推進 
・ 高 度 衛生 品質 管理 体制 の 構築 
6 関係 する 個別 計画 
名 称 計画 期間 根拠 法令 等 
水産 動物 の 種苗 の 生産 及び 放流 並び に 水産 動物 | 平成 27 年 度 (2015 年 度 ) 沿岸 漁場 整備 開発 法 
の 育成 に 関す る 基本 計画 (第 7 次 ) < 令 和 3 年 度 (2021 年 度 ) 1 人 タ の 
、 上 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) 内 水面 漁業 の 振興 に 関す 
=| 渔业 振 暑 二 
人 ン 令 和 2 年 度 (2020 年 度 ) | る 法律 














7 照会 先 
令 農林 水産 部 水産 振興 課 電話 : 019-629-5817 メー ル ア ド レス : AF0013@pref. iwate. jp 


(水産 動物 の 種苗 の 生産 及び 放流 並び に 水産 動物 の 育成 に 関す る 基本 計画 (第 7 次 ) に つい て ) 
る $ 上 農林 水産 部 水産 振興 課 電話 : 019-629-5816 メー ル ア ド レス : AF0013@pref. iwate. jp 


(岩手 県 内 水面 漁業 振興 計画 に つい て ) 
令 農林 水産 部 水産 振興 課 電話 : 019-629-5816 メー ル ア ド レス : AF0013@pref. iwate. jp 
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水産 業 の 振興 
③ 草 新 的 な 技術 開発 と 導入 促進 





1 現状 と 課題 
モノ の イン ター ネッ ト (ITIoT) や 人 工 知能 (A I)、 ロ ボッ ト 等 の 活用 な ど 、 第 4 次 産業 革命 の 流 
れ を 農林 水産 業 の 振興 に つなげ 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 力 で 様々 な 課題 を 解決 する こと が 重要 と な っ て いま 
区 













































































今後 、 農林 漁業 従事 者 の 減少 や 高齢 化 が 一 層 進 行 す る 中 で 、 岩手 県 の 農林 水産 業 の 持続 的 な 発展 を 図 
る た め に は 、 次 代 を 担う 新規 就業 者 を 確保 ・ 育 成す る と と も に 、 情 報 通信 技術 (I CT) や ロボ ッ ト 等 
の 最 先端 技術 の 積極 的 な 導入 に より 、 生 産 性 の 向上 や 経営 の 高度 化 を 促進 する こと が 必要 で す 。 



















































































2 取組 の 基本 方 向 


情報 通信 技術 (1 CT) や 省力 化 機器 の 導入 等 に よる 、 養殖 生産 の 効率 化 や 収益 性 向上 に 向け た 「 ス 
マー ト 水 産業 ?」 の 取組 を 推進 し ます 。 







































































ゲノム 解析 技術 等 を 活用 し た 高 水温 に 強い サク 資源 の 造成 や 、 市 場 性 の 高い 新 魚 種 の 導入 、 漁 港 水域 
で の 増 養 殖 技術 の 開発 な ど に よる 高度 な つく り 育 て る 漁業 を 推進 し ます 
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サケ の 初期 減 耗 要因 を 解明 する と と も に 、 回 帰 率 が 高く な る 種苗 生産 技術 の 開発 を 推進 し ます 。 



































養殖 生産 の 効率 化 ・ 多 様 化 に 向け 、 ワ カメ や カキ 類 な どの 人 工種 苗 を 活用 し た 養殖 技術 の 開発 を 推進 
性 ま す 5 












































急 種 の 変化 に 柔軟 に 対応 で きる 加工 技術 の 高度 化 や 、 ロ ボッ ト 等 を 活用 し た 加工 作業 の 省力 化 な ど に 
よる 水産 加工 業 の 振興 を 図り ます 。 











3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 
























































【 長 期 ビ ジョ ン 】 

政策 分 野 関係 箇所 

仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供給 基地 」 を つく り ま す 

プロ ジェ クト 関係 箇所 

农林 水 产业 高 度 化 Re 5 5 
推进 7Dy P. 115 | ③ 生産 技術 の 高度 化 や 水産 資源 の 造成 等 に よる 攻め の 地域 漁業 の 推進 

進 ブ ロジ ェクト 
【 政 策 推進 プラ ン 】 

政策 分 野 関係 箇所 

② 革新 的 な 技術 の 開発 と 導入 促進 
仕事 ・ 収 入 | P.188 yo 目標 : サケ の 回 帰 率 
【 現 状 値 : 0.62% ^ 2022 年 : 1.329%】 
































19 スマ ー ト 水産 業 : 情报 


























页 








信 技 術 (ICT) 等 を 活用 し て 、 省 力 化 や 収益 性 の 向上 な ど を 進め た 次 世代 水産 業 を 指す 。 
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4 具体 的 な 取組 





政策 項目 37 | 具体 的 推進 方 策 | ② 革新 的 な 技術 の 開発 と 導入 促進 


























・ 高 温 面 性 を 有する サケ の 生物 特性 の 把握 、 資 源 増 殖 モ デル 開発 
取組 概要 ・ 漁 港 水 域 で の 増 養殖 技術 の 開発 - 
・ サ ケ の 初期 減 耗 要因 の 解明 、 回 帰 率 が 高く な る 種苗 生産 技術 の 開発 
・ ワ カメ や カキ 類 な どの 人 工種 苗 を 活用 し た 養殖 技術 の 開発 


































































































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 役割 





・ つ くり 育て る 漁業 の 実 貴 
生産 者 ・ 団 体 等 |. 加工 ・ 販 売 事業 者 と の 連携 

















市 町 村 ・ つ くり 育て る 漁業 の 推進 
・ 生 産 者 と 加工 ・ 販 売 事 業者 が 連携 し た 取組 の 推進 























> 






































6 照会 先 
農林 水産 部 水産 振興 課 電話 : 019-629-5816 メー ル ア ドレ ス : AF0013@pref. iwate. jp 
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水産 業 の 振興 
④ 水 産物 の 安定 供給 を 支え る 基盤 整備 





1 現状 と 課題 
台風 等 に よる 被害 が 頻発 する 中 、 自 然 災 害 等 に 強い 農山 漁 寺 づく り を 推進 し て いく た め 、 海岸 保全 施 
設 、 漁港 施設 の 着実 な 整備 な どの 防災 ・ 減 災 対 策 に 市 町 村 や 地域 住民 と 連携 し て 取り 組ん で いく 必要 が 
あり ます 。 
東日本 大 震 災 津波 に 減少 し た 生産 の より 一 層 の 回 復 を 図る た め 、 サ ケ ・ ア ワ ビ 等 の 資源 回 復 や ワ 
上 Oe en a DE PP 
農山 漁村 に お いて 、 今後 、 就業 人 口 の 減少 や 高齢 化 が 一 層 進 行 す る と 見 込ま れる 中 、 地 域 住民 等 と の 
協 働 に よる 漁場 等 の 保全 活動 の 取組 や 、 地 域 活動 や 防災 活動 な ど コ ミュ ニテ ィ を 支え る 取組 を 更に 進め 
て いく 必要 が あり ます 。 









































































































































































































































2 取組 の 基本 方 向 
被災 し た 沿岸 地域 の 防災 対策 や 地域 づく り の 方 向 性 を 踏ま えた 、 海岸 保全 施設 の 復旧 ・ 整 備 等 に 取り 
組み ます 。 








地震 ・ 津 波 な どの 自然 災害 に 備え た 防波堤 ・ 岸 壁 等 の 機能 強化 に 取り 組み ます 。 

漁港 か ら の 避難 体制 の 構築 、 操業 中 の 漁船 の 避難 ルー ル の 策定 支援 な ど に よる 漁業 地域 の 防災 力 向 上 
に 取り 組み ます 。 
水産 物 を 安定 的 に 供給 する た め 、 機能 保 全 計画 に 基づく 適時 適切 な 補修 ・ 更 新 な ど 、 漁 港 施設 の 長寿 
命 化 と ライ フサ イク ルコ スト の 低減 を 図る 計画 的 な 保全 管理 を 推進 し ます 。 

漁業 生産 コス ト の 低減 や 就労 環境 の 改善 を 図る た め 、 水産 物 の 陸揚げ 作業 等 の 効率 化 ・ 省 力 化 に 資す 
る 浮 楼 橋 な どの 計画 的 な 整備 を 推進 し ます 。 
漁場 生産 力 の 向上 等 を 図る た め 、 漁 港内 の 静穏 水域 等 を 活用 し た アワ ビ ・ ウ ニ 増 殖 場 の 整備 な ど を 推 
進 し ます 。 
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3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 








【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 P.80 | ⑦ 収益 力 の 高い 「 食 料 ・ 木 材 供 給 基地 」 を つく り ま す 





P.82 | @ 一 人 ひと り に 合っ た 暮らし 方 が で きる 農山 漁 寺 を つく り ま す 





② 安全 ・ 安 心 を 支え る 社会 資本 を 整備 し ます 


















































で | | @ 産業 や 観光 振興 の 基 熊 と な る 社会 資本 を 整備 し ます 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分野 関係 所 
加 生産 基盤 の 着実 な 整備 
P. 190 Ais 9 标 : 漁港 施設 の 長寿 命 化 対策 実施 施設 数 
仕事 ・ 収 入 [累计 ] 【现状 值 : 一 施設 ~ 2022 年 : 20 施設 

















政策 項目 | ③ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 
P. 205 39 标 : 漁港 施設 の 防災 ・ 減 災 対 策 実 施 施設 数 
[累计 ] 【现状 值 : 3 施設 て 2022 年 : 35 施設 
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政策 分 野 関係 箇所 













































































政策 項目 ⑤ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 【 再 掲 】 
P. 243 46 標 : 漁港 施設 の 防災 ・ 減 災 対 策 実施 施設 数 
社会 基盤 [累计 ] 【现状 值 : 3 施設 ~ 2022 年 : 35 施設 
6 政策 項目 | @ 農林 水産 業 の 生産 基盤 の 着実 な 整備 【 再 掲 】 
P. 249 47 標 : 漁港 施設 の 長寿 命 化 対策 実施 施設 数 
[累计 ] 【现状 值 : 一 施設 ~ 2022 年 : 20 施設 




















4 具体 的 な 取組 





政策 項目 37 WP ④ 生産 基盤 の 着実 な 整備 





宰 











・ 機 能 診 断 に 基づく 漁港 施設 の 保全 対策 
取組 概要 (機能 保全 計画 の 策定 、 機 能 保 全 対 策 の 実施 ) 





























政策 項目 39 | 具体 的 推進 方 策 | ③ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 











. 漁港 施設 の 防災 ・ 減 災 対 策 
取組 概要 (調査 計画 、 実 施設 計 、 施 設 整備 等 の 実施 






































政策 項目 46 | 具体 的 推進 方 策 | ⑤ 自然 災害 に 強い 農山 漁村 づく り の 推進 【 再 掲 】 











・ 漁 港 施設 の 防災 ・ 減 災 対 策 
取組 概要 (調査 計画 、 実施 設計 、 施設 整備 等 の 実施 ) 












































政策 項目 47 | 具体 的 推進 方 策 | ④ 農林 水産 業 の 生産 基盤 の 着実 な 整備 【 再 掲 】 














・ 機 能 診 断 に 基づく 漁港 施設 の 保全 対策 
取組 概要 (機能 保全 計画 の 策定 、 機 能 保全 対策 の 実施 ) 
































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 役割 





生産 者 を 含め た | 。。 
地域 住民 ・ 団 体 等 | 2※ 対 策 の 実施 














・ 水 産生 産 基 盤 の 整備 、 漁 港 施設 の 長寿 命 化 対策 
市 町 村 ・ 海 岸 保全 施設 の 復旧 ・ 整 備 
・ 漁 港 施設 の 整備 
























































6 関係 する 個別 計画 











名 称 計画 期間 根拠 法令 等 
下 三 ~ 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) ー 
岩手 県 水産 基盤 整備 方 針 (2019~2022) ご 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 














7 照会 先 
を 農林 水産 部 漁港 漁村 課 電話 : 019-629-5827 メー ル ア ド レス : AFOO14@pref.iwate. jp 


(岩手 県 水産 基盤 整備 方 針 (2019 ン 2022) に つい て ) 
$ 農林 水産 部 漁港 漁村 課 電話 : 019-629-5828 メー ル ア ド レス : AF0014@pref. iwate. jp 
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県 産 農林 水産 物 の 高 付加 価値 化 と 
販路 開拓 ・ 拡 大 





1 現状 と 課題 
6 次 産業 化 に よる 販売 額 は 全国 的 に 拡大 傾向 に あり 、 生産 者 の 所 得 向上 と 雇用 創出 等 を 通じ た 地域 の 
活性 化 を 図る た め 、 取 組 を 更に 拡大 し て いく 必要 が あり ます 。 
また 、 県 内 の 6 次 産業 化 に よる 販売 額 の う ち 、 産直 の 販売 額 が 全体 の 約 6 割 を 占め る こと か ら 、 食 の 
流通 拠点 で ある 産直 の 販売 力 を より 一 層 強 化す る 必要 が あり ます 。 


県 産 農 林 水 産物 は 、 東京 中 央 卸売 市 場 で の 取扱 量 上 位 の 品目 が 多数 ある な ど 、 市 場 関係 者 か ら 高い 評 
価 を 受け て いま す が 、 消費 者 の 認知 度 は 高い と 言え な い 状況 に ある こと か ら 、 販売 店 や 飲食 店 等 と 連携 
し た 販売 促進 活動 や 、 復 興 道 路 等 を 活用 し た 高 鮮 度 輸送 体制 の 整備 を 積極 的 に 進め て いく 必要 が あり ま 
お > 


・ 地域 で 育ま れ た 農林 水産 物 の 持つ スト ー リ ー や 品質 等 に つい て 戦略 的 に 情報 発信 する な ど 、 消 費 者 や 
実需 者 の 評価 ・ 信 頼 の 向上 を 図る 必要 が あり ます 。 


公共 施設 を は じ め 、 商業 施設 や 住宅 等 へ の 県 産 木 材 の 利用 を 促進 する た め 、 品 質 ・ 性 能 の 確か な 県 産 
製材 品 ュ の 安定 人 t 給 体制 の 整備 、 県 産 木材 を 活用 し た 優良 施設 の PR 、 木造 建築 に 携わる 技術 者 の 育成 等 
を 進め る 必要 が あり ます 。 



































































































































































































































































































































































































































水産 加工 業 に つい て は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 失わ れ た 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 衛生 品質 管 
理 の 高度 化 や 生産 ・ 流 通 事 業者 と 連携 し た 商品 開発 な ど 、 産地 と し て の 競争 力 ・ 販 売 力 強化 に 取り 組む 
必要 が あり ます 。 



















































































2 取組 の 基本 方 向 

生産 者 や 商工 業者 等 に よる 「 地 域 ぐ る み 」 の 6 次 産業 化 を 推進 する た め 、「 い わ て 6 6 次 产业 化 支援 七 
ンタ ー“」 の アド バイ ザー 等 を 活用 し な が ら 、 県 産 農 林 水 産物 を 活用 し た 発信 力 の ある 特産 品 開発 や 料 
理 メ ニュ ー の 提供 を 促進 する と と も に 、 農 商工 連携 等 を 深化 させ 、 付加 価値 を 高め な が ら 消 費 ま で つ な 
いで いく バリ ュー チェ ー ン の 構築 に 向け た 取組 を 促進 し ます 。 
また 、 産直 等 の 誘客 力 と 販売 力 の 強化 に 向け 、 宿 泊 施設 や 飲食 店 等 へ の 食材 供給 、 通 信販 売 ・ 宅 配 サ 
ービス の 活用 、 レ スト ラン や 体験 農園 と の 連携 等 の 多角 的 な 取組 を 支援 し ます 。 


県 産 農 林 水 産物 や 産地 の 評価 ・ 信 頼 の 向上 を 図る た め 、 品 質 の 管理 や 安定 供給 等 に 取り 組む と と も に 
首都 圏 や 海外 に お いて 、 流通 関係 者 へ の トッ プ セ ー ル ス 等 を 実施 する ほか 、 量販 店 や 飲食 店 等 で ター ゲ 
ッ ト と する 消費 者 へ の 販売 促進 活動 を 展開 し ます 。 

また 、 テ ロワ ー ル ぞ の 視点 に よる 地域 の 「 食 」 に か か る スト ー リ ー や 、 品 質 や お いし き さ 等 に 係る 情報 を 
発信 する と と も に 、 生 産 者 と 消費 者 ・ 実 需 者 と の コミ ュ ニ ケー ショ ン ・ 交 流 を 図る 取組 を 進め ます 。 


復興 道路 等 を 活用 し た 、 仙台 圏 や 首都 園 へ の 鮮度 の 高い 県 産 農林 水産 物 の 輸送 を 可能 と する 物流 網 の 
構築 を 促進 し ます 。 


県 産 木 材 の 新た な 需要 を 創出 し 、 販路 拡大 を 図る た め 、C LT 製造 技術 な ど 付 加 価 値 の 高い 製材 品 の 
研究 開発 、 木 材 加工 事業 者 と 大 手 家具 メー カー 等 と の マッ チン グ 支 援 な ど を 進め ます 。 


























































































































































































































































































































































































































































































































” いわ て 6 次 産業 化 支 援 セン ター : 県 が 、 生 産 者 等 の 6 次 産業 化 の 取組 を 総合 的 に 支援 する 目的 で 設置 し て いる 支援 組織 で 、 計 画 ・ 創 業 ・ 経 
営ま で の 一 足し た 支援 を 実施 する も の 。 
バリ ュー チェ ー ン : (農林 水産 物 の ) 生産 か ら 製造 ・ 加 工 、 流 通 、 消 費 に 至る 各 段 階 の 付加 価値 を 高め な が ら つ な ぎ 合 わせ 、 食 を 基軸 と する 
付加 価値 の 連鎖 を つく る 取組 。 
” テロ ワー ル : も と も と は ワイ ン な どの 品種 に お ける 生育 地 の 地 理 や 気 伺 に よる 特徴 を 指す フラ ンス 語 で あり 、 農 作物 等 に 、 そ の 土地 特有 の 
性 格 を 与え る 土壌 、 気 修 、 地 形 、 農 業 技術 等 の 要素 。 
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公共 施設 等 に 
































お ける 県 産 木材 の 利用 を 促進 する た め 


















































、 県 が 率先 し て 木材 利 

















] を 推進 








する と と も に 、 関 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































係 団体 と の 連携 に よる 県 産 木材 を 活用 し た 優良 な 施工 事例 の P R や 、 建築 士 ・ 建 築 施工 技術 者 等 の 木造 
設計 技術 の 向上 支援 に 取り 組み ます 。 
水産 物 の 「 三 陸 プ ラン ド 」 の 確立 や 産地 市 場 に お ける 評価 の 向上 を 図る た め 、 衛生 品質 管理 の 高度 化 
や や 水産 加工 品 コ ンク ー ル 、 展 示 商 談 会 の 開催 等 を 通じ て 、 県 産 水産 物 や その 加工 品 の 魅力 、 産地 の 復興 
状況 な どの 情報 を 発信 し ます 。 
市 町 村 の 地産 地 消 促進 計画 の 策 8 し 、 産直 に よる 学校 給食 や 医療 ・ 福 祉 施設 等 へ の 食材 供給 な 
ど に よる 農林 水産 物 の 域内 消費 拡大 に 取り 組み ます 。 
地域 の 特色 ある 「 食 」 を 核 に 、 多 様 な 歴史 や 文化 等 と 融合 し た フー ド ツ ー リ ズム 2 を 展開 し ます 。 
3 いわ て 県 民 計 画 (2019 て 2028) に お ける 位置 付け 
【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 | P.81 農林 水産 物 の 付加 価値 を 高め 、 販 路 を 広げ ます 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
① 県 産 農 林 水 産物 の 高 付加 価値 化 と 販路 の 開拓 ・ 拡 大 の 推進 
目標 : 6 次 産業 化 に よる 販売 額 
政策 項目 【现状 值 : (2016 年 ) 303 億 円 ~ 2022 年 : (2021 年 ) 385 億 円 】 
P.198 38 目标 : 商品 開発 等 の 支援 に よる 6 次 産業 化 件 数 
[累计 ] 【现状 值 : 12 件 ~ 2022 年 : 48 件 】 
目標 : 素材 需要 量 
【现状 值 : 1,278 千 fm て 2022 年 :1,346 千 mi】 
② 県 産 農 林 水 産物 の 評価 ・ 信 頼 の 向上 
目標 : いわ て 和牛 取扱 い 推奨 店 意 録 数 
【 現 状 値 : 280 店舗 て 2022 年 : 330 店 舗 】 
標 : 園芸 作物 (野菜 ・ 果 樹 ) の 事前 契約 取引 率 
【现状 值 : 28% ~ 2022 年 : 36%】 
I 
仕事 ・ 収 入 | P. 198 Ne 目標 : 米 の オリ ジ ナ ル 新 品種 販売 数 量 
【 現 状 値 : 5, 500 トン 2022 年 : 16.000 トン 】 
目標 : 素材 需要 量 【 再 掲 】 
【现状 值 : 1.278 千 剖 て 2022 年 :1,346 千 mi】 
票 : 水産 加工 事業 者 1 社 当 た り の 製造 品 出荷 額 
【现状 值 : (2015 年 ) 5.19 億 円 ~ 2022 年 : (2020 年 ) 5.83 億 円 】 
④ 生産 者 と 消費 者 の 結び 付き を 深め 、 地 域 経済 の 好 循 環 を 創出 する 取 
組 の 推進 
p 199 | 政策 項目 | 目标 : 地 产地 消 促进 计 面 策 定 市 町村 数 
38 [累计 ] 【现状 值 : 26 市 町 村 て 2022 年 : 33 市 町 村 】 
標 : 年 間 売 上 高 1 億 円 以上 の 産直 数 
【 現 状 値 : 40 施 設 2022 年 : 45 施設 
4 具体 的 な 取組 
政策 項目 38 | 具体 的 推進 方 策 | ① 県 産 農 林 水 産物 の 高 付加 価値 化 と 販路 の 開拓 ・ 拡 大 の 推進 
・6 次 産業 化 ・ 農 商工 連携 の 支援 体制 の 整備 
・ 6 次 産業 化 支援 セン ター の 運営 、6 次 産業 化 計画 の 策定 支援 
・ 食 の プロ フェ ッ シ ョ ナル チー ム 等 に よる 商品 開発 支援 、 発 信 力 の ある 特産 品 開 発 へ の 
取組 概要 支援 
・ 物 流 事業 者 が 複数 の 産地 を 回 っ て 集荷 等 を 行う 「 共 同 配 送 シ ステ ム 」 の 拡充 支援 
・C 工 芽 等 の 高 付加 価値 化 技 術 の 研究 開発 、 新 た な 製材 品 開発 の 支援 















































































































































2 フード ツ ー リ ズム : 


聞 域 な ら で は の 食 ・ 食 文化 を 楽し むこ と を 














的 と し た 旅 。 
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政策 项 目 具体 的 推進 方 策 


② 県 産 農 林 水 産物 の 評価 ・ 信 頼 の 向上 
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痛 会 の 開催 等 
は 木造 施設 の PR 
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流通 関係 者 へ の トッ プ セ ー ル ス の 実 ヵ 
お ける キャ ン ペ ー ン 活動 や 販促 イベ ント の 実施 
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に よる 木造 建築 設計 技術 者 の スキ ル ア ッ プ 支 援 


人 




















域 水 産物 を 活用 し た 商品 開発 の 支援 
I 工 品 コン クー ル の 開催 、 
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・ 地 域 計画 (高度 衛生 品質 管理 
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政策 項目 38 | 具体 的 推進 方 策 





出す 


る 取組 の 推進 


④ 生産 者 と 消費 者 の 結び 付き を 深め 、 地 域 経 済 の 好 循 環 を 創 
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・ 6 次 産業 化 の 実践 ・ 連 携 ・ 
・ 県 産 農 林 水 産物 
・ 商 業 施設 等 の 木造 
・ 水 産物 の 衛生 品質 
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. 公共 木 





産 農林 水産 物 の 販路 開拓 等 の 支援 
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H 工 品 の 販路 の 
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6 関係 する 個別 計画 





名 称 


計画 期間 


根拠 法令 等 





いわ て 6 次 産業 化 推進 プラ ン 


令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 
て 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) 























i 令 和 元 年 度 度 公共 建築 物 等 に お ける 木 

bu 員 県 佳 画 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 人 建 

i ー 令 和 10 年度 (2028 年 度 ) | 材 の 利用 の 促進 に 関す る 

全 ーー ゞ 土 4 ーー 目 上 目 

ei i 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) 法律 、 岩 手 県 県 産 木材 等 
和 ご 令 和 4 年 度 (2022 年 度 ) | 利用 促進 条例 

7 照会 先 

農林 水産 部 流通 課 電話 : 019-629-5733 メー ル ア ドレ ス : AF0003@pref. iwate. jp 

農林 水産 部 林業 振興 課 電話 : 019-629-5772 メー ル ア ドレ ス : AF0010@pref. iwate. jp 

農林 水産 部 水産 振興 課 電話 : 019-629-5817 メー ル ア ドレ ス : AF0013@pref. iwate. jp 

(いわ て 6 次 産業 化 推進 プラ ン に つい て ) 

農林 水産 部 流通 課 電話 : 019-629-5733 メー ル ア ド レス : AF0003@pref. iwate. jp 


(岩手 県 県 産 木材 等 利用 促進 基本 計画 に つい て ) 
$ 農林 水産 部 林業 振興 課 電話 : 019-629 


-5772 
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メー ル ア ド レス : AF0003@pref. iwate. jp 











県 産 諾 林 水 産物 の 輔 出 促進 と 
イン バウ ンド へ の 対応 





1 現状 と 課題 

県 産 農林 水産 物 の 輸出 額 は 、 平 成 26 年 (2014 年 ) に 約 22 億 円 と 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 発 災 前 の 規 
模 ま で 回 復 し た 後 、 平 成 29 年 (2017 年 ) に は 農産 物 を 中 心 に 約 28 億 円 まで 増加 し て お り 、 今 後 も 、 
型 外 の 日 本 食 ブ ー ム や 国内 市 場 の 縮小 傾向 を 見 据え な が ら 、 海外 市 場 に 向け 、 戦略 的 に 輸出 を 促進 し て 
いく 必要 が あり ます 。 


肖 加 する 外国 人 観光 客 等 の ニー ズ に 応え る 「 食 」 の 充実 な どの 取組 を 推進 する 必要 が あり ます 。 
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2 取組 の 基本 方 向 
アジ ア 各 国 や 北米 等 へ の 輸出 拡大 に 向け て 、 国内 商社 や 現地 実需 者 と の ネッ トワ ー ク 強化 に よる 販路 
の 開拓 に 取り 組み ます 。 
また 、 各 国 ・ 地 域 の 食 習 慣 や ライ フス タイ ル 、 所 得 水 準 な ど に 対応 し た 輸出 ルー ト の 開拓 に 取り 組み 
に 


・ 日 本 産 木材 を 輸入 し て いる 諾 外国 の 木材 ニー ズ に つい て 、 関 係 団体 と 情報 共有 を 図り な が ら 、 品質 ・ 
性 能 の 確か な 県 産 木材 製品 の 輸出 を 促進 し ます 。 

NN RO eh 豊か な 自然 環境 や 歴史 
文化 等 の 地域 資源 を 活用 し た 「 食 」 や 「 体 験 」 の 充実 に 向け た 取組 を 進め ます 。 


































































































































































































3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 




































































【 長 期 ビ ジョ ン 】 

政策 分 野 関係 箇所 

仕事 ・ 収 入 | P.81 農林 水産 物 の 付加 価値 を 高め 、 販 路 を 広げ ます 
【 政 策 推進 プラ ン 】 

政策 分 野 関係 箇所 

攻 策 项 目 | ③ 戦略 的 な 県 産 農林 水産 物 の 輸出 促進 と 外国 人 観光 客 等 へ の 対応 
仕事 ・ 収 入 | P. 199 38 目標 : 県 産 農林 水産 物 取 扱 海外 事業 者 数 
【现状 值 : 50 社 ~ 2022 年 : 65 社 】 


























4 具体 的 な 取組 





加 中 的 女 果 让 用 林 水 庄 物 中 粕 出 促 送 外 国人 家 光棍 等 ~ 














・ 輸 出 対象 国 ・ 地 域 に お ける 重点 的 な プロ モー ショ ン の 展開 
(現地 バイ ヤー の 招 聴 、 海 外 フ ェ ア ・ 商 談 会 の 開催 
取組 概要 ・ 輸 出 コ ユー ディ ネー ター 等 に よる マッ チン グ 支 援 
・ 新 規 市 場 開拓 の た め の 市 場 調査 と 戦略 的 な プロ モー ショ ン 展 開 
・ 外 国人 観光 客 等 へ の 県 産 食材 の P R と 消費 拡大 に 向け た 取組 の 推進 
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5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 





県 以外 の 主体 役割 





生産 者 ・ 団 体 ”| . 県 産 農林 水産 物 の 販路 開拓 等 
・ 企 業 等 







































































市 町 村 ・ 県 産 農林 水産 物 の 販路 開拓 等 の 支援 








6 関係 する 個別 計画 











名 称 計画 期間 根拠 法令 等 
平成 29 年 度 (2017 年 度 ) | 
人 ー 令 和 3 年 度 (2021 年 度 ) 














7 照会 先 
$ 農林 水産 部 流通 課 電話 : 019-629-5736 メー ル ア ド レス : AF0003@pref. iwate. jp 


る $ 上 農林 水産 部 林業 振興 課 電話 : 019-629-5772 メー ル ア ドレ ス : AF0010@pref. iwate. jp 


(いわ て 国際 戦略 ビジ ョ ン に つい て ) 
政策 地域 部 国際 室 電話 : 019-629-5764 メー ル ア ド レス : AB00116pref. iwate. jp 
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魅力 あふ れる 農山 漁村 づく ぐり 





1 現状 と 課題 
農山 漁村 に お いて 、 今後 、 就業 人 口 の 減少 や 高齢 化 が 一 層 進 行 す る と 見 込ま れる 中 、 地 域 住民 等 と の 
協 働 に よる 農地 、 森 林 、 漁場 等 の 保全 活動 の 取組 や 、 地 域 活動 や 防災 活動 な ど コ ミュ ニテ ィ を 支え る 取 


組 を 更に 進め て いく 必要 が あり ます 。 


本 県 に お ける 農林 漁家 民宿 や 農家 レス トラ ン 等 の 利用 者 数 は 、 東日本 大 震 災 津波 の 影響 に より 減少 し 
た も の の 、 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) は 1, 139 千 人 回 と な り 、 東 日 本 大 岩 災 津波 の 発 災 前 の 水準 を 上 回 
る まで 回 復 し て いま す 。 
今後 も 、 農山 漁村 地域 の 交流 人 口 の 更 な る 拡大 の た め に 、 積極 的 な 情報 発信 や 受入 環境 の 整備 に 取り 
組ん で いく 必要 が あり ます 。 
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2 取組 の 基本 方 向 
農山 漁村 の 活性 化 に 向け 、 地域 住民 が 主体 と な り 、 地域 の 将来 を 描く 地域 ビジ ョ ン の 策定 や 地域 の 魅 
カカ を 生か し た 取組 の 実践 を 促進 する と と も に 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 活動 を リー ド す る 人 材 の 育成 を 支援 
し ます 。 


生 産 者 を は じ め 、 若者 や 女性 と いっ た 地域 住民 な ど 多 様 な 主体 の 参画 。 連携 に よ り 農地 や 水路 、 森 
林 等 の 地域 資源 の 保全 を 図る た め の 地 域 共同 活動 を 促進 し ます 。 
農山 漁村 ビジ ネス や 地域 の 環境 保全 活動 、 防災 活動 な ど 、 農山 漁村 の 活性 化 に 取り 組む 地域 組織 の 活 
動 を 支援 し ます 。 
生産 条件 が 不利 な 中 山間 地域 の 農業 生産 活動 の 継続 に 向け 、 小 規模 ・ 家 族 経 営 な どの 地域 を 文 える 多 
様 な 生産 者 が 参画 する 集落 営農 組織 が 、 農地 を 有効 利用 し な が ら 、 地域 の 農業 ・ 農 村 を 維持 し て いく 取 
組 を 推進 し ます 。 

地域 の 立地 条件 等 を 生か し て 生産 され た 、 特長 ある 農林 水産 物 を 活用 し た 特産 品 等 の 開発 、 販路 の 開 
拓 ・ 拡 大 な ど 農 山 漁村 ビジ ネス の 取組 を 促進 し ます 。 

農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 伝統 行事 や 食 文化 な どの 継承 ・ 振 興 や 、 農 山 漁村 へ の 移住 ・ 定 住 等 を 見 
据え た 都市 人 民 の 交流 ・ 連携 ? 自動 を 促進 し ます 。 


漁業 体験 や 余暇 活動 の 場 等 と し て 漁港 を 活用 する な ど 、 漁 港 施設 の 多目的 利用 を 進め ます 。 
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3 いわ て 県 民 計画 (2019 こ 2028) に お ける 位置 付け 
【 長 期 ビ ジョ ン 】 





政策 分 野 関係 箇所 





仕事 ・ 収 入 | P.82 | ⑨ 一 人 ひと り に 合っ た 暮らし 方 が で きる 農山 漁村 を つく り ま す 





歴史 ・ 文 化 p 84 | ② 豊か な 歴史 や 民俗 芸能 な どの 伝統 文化 が 受け 継が れる 環境 を つく り 、 交 流 を 広 
= げ ま す 
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【 政 策 推進 プラ ン 】 





政策 分 野 関係 箇所 





① 農山 漁村 を 支え る 人 材 の 育成 と 地域 活動 等 の 支援 










































































































































































標 : 地域 ビジ ョ ン に 基づく 実践 活動 実施 集落 数 

政策 項目 [累计 ] 【现状 值 : 7 集落 ~ 2022 年 : 32 集落 】 
P. 204 30 標 :「 い わ て アグ リフ ロン ティ アス クー ル 」 (農村 地域 活動 科目 和 群 等 ) 修了 生 数 

累计 ] 【现状 值 38 人 ~ 2022 年 : 97 人 】 

. 標 : 農山 漁村 の 環境 保全 活動 へ の 参加 人 数 
仕事 ・ 収 入 [累计 ] 【现状 值 : 121.453 人 ^ 2022 年 : 123,500 人 】 
② 魅力 あふ れる 農山 漁村 づく り の 推進 
目標 : 農林 漁家 民泊 等 利用 者 数 
I 
P. 205 oe 【 現 状 値 : 62.000 人 回 て 2022 年 : 64, 400 人 回 】 























目標 :「 食 の 匠 」 組 織 に よる 食 文 化 伝承 活動 回 数 
【现状 值 : 26 回 ~ 2022 年 : 34 回 】 
政策 項目 ② 民族 芸能 な ど 伝 統 文化 を 生か し た 交流 の 推進 
歴史 ・ 文 化 | P.214 41 习 标 :「 食 の 匠 」 組 織 に よる 食 文化 伝承 活動 回 数 【 再 掲 】 
【现状 值 : 26 回 ~ 2022 年 : 34 回 】 














































































































4 具体 的 な 取組 


政策 項目 39 | 具体 的 推進 方 策 | ① 農山 漁村 を 支え る 人 材 の 育成 と 地域 活動 等 の 支援 
・ 地 域 ビ ジョ ン の 策定 と 取組 の 実践 の 支援 
取組 概要 ・「 い わ て アグ リフ ロン ティ アス クー ル 」 に よる 地域 リー ダー の 育成 

・ 多 面 的 機能 の 維持 ・ 発 揮 に 向け た 農山 漁村 地域 に お ける 地域 共同 活動 へ の 支援 
・ 地 域 住民 等 に よる 森林 の 整備 ・ 保 全 活 動 へ の 支援 










































































政策 項目 39 | 具体 的 推進 方 策 | ② 魅力 あふ れる 農山 漁村 づく り の 推進 
・ グ リー ン ・ ツ ー リ ズム 等 の コー ディ ネー ト 組 織 の 育成 ・ 活 動 支 援 
・ 教 育 旅 行 、 企 業 の 社員 研修 に 係る 誘致 活動 の 実施 
取組 概要 ・「 食 の 匠 」 の 後継 者 育成 、「 食 の 匠 」 の 組織 化 に 向け た 支援 、 食 文化 伝承 会 の 開催 な ど 
に よる 「 食 の 匠 」 の 活動 支援 
・ 湾 港 施設 の 多目的 利用 の 推進 










































































































































































政策 項目 41 | 具体 的 推進 方 策 | ② 民俗 芸能 な ど 伝 統 文化 を 生か し た 交流 の 推進 


取組 概要 ・「 食 の 匠 」 の 後継 者 育成 、「 食 の 匠 」 の 組織 化 に 向け た 支援 、 食 文化 伝承 会 の 開催 な ど 
に よる 「 食 の 匠 」 の 活動 支援 
























































5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 









































県 以外 の 主体 役割 
地域 ビジ ョ ン の 策定 ・ 実 践 
地域 共同 活動 体制 の 構築 
地域 共同 活動 に よる 農地 等 等 の 保全 管理 

















か ナー ・ 多様 な 農業 者 が 参画 し た 集落 営農 の 実践 
本 ・ 地 域 資源 を 活用 し た 特産 品 の 開発 な ど 農 山 漁 圭 ビジ ネス の 実践 
・ 伝 統 文 化 ・ 食 文化 の 継承 等 の 実践 
NPC 等 ・ 体 験 プロ グラ ム 開 発 、 受 入れ 技術 の 向上 
・ 農 業 生 産 基盤 、 農 業 生活 環境 基盤 の 整備 に 向 
・ グ リー ン ・ ツ ー リ ズム や 移住 ・ 定 住 に 関す る 情報 
・ 漁 港 施設 の 多目的 利用 の 実 貴 
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県 以外 の 主体 役割 
































城 リ ー ダ ー の 育成 や 地域 共同 活動 体制 の 構築 支援 

域 共同 活動 に よる 農地 等 の 保全 管理 の 普及 砂 発 と 実践 支援 
様 な 農業 者 が 参画 し た 集落 営農 へ の 支援 
域 資 源 を 活用 し た 特産 品 開 発 等 の 支援 

売 促進 、 商 談 機会 の 提供 

リー ン ・ ツ ー リ ズム 等 の 施策 の 企画 

域 の 交流 活動 を コー ディ ネー ト す る 組織 の 支援 
リー ン ・ ツ ー リ ズム や 移住 ・ 定 住 に 関す る 情報 
0 農業 生活 環境 基盤 の 整備 に 向け た 
的 利用 に 向け た 取組 の 支援 
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6 関係 する 個別 計画 




















名 称 計画 期間 根拠 法令 等 
いわ て 農業 農村 活性 化 推進 ビジ ョ ン 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) ~ | 一 
a 令 和 2 年 度 (2020 年 度 ) 
岩手 県 棚田 地域 振興 計画 こる 和 6 年度 (2024 年 度 ) | 棚 田地 域 振 轨 法 








7 照会 先 
農林 水産 部 農業 振興 課 電話 : 019-629-5647 メー ル ア ドレ ス : AF0004@pref. iwate. jp 
農林 水産 部 農村 計画 課 電話 : 019-629-5666 メー ル ア ド レス : AF00066@pref. iwate. jp 
(いわ て 農業 農村 活性 化 推進 ビジ ョ ン に つい て ) 

農林 水産 部 農村 計画 課 電話 : 019-629-5666 メー ル ア ド レス : AF00066@pref. iwate. jp 
(岩手 県 棚田 地域 振興 計画 ) 

農林 水産 部 農業 振興 課 電話 : 019-629-5647 メー ル ア ドレ ス : AF0006@pref. iwate. jp 
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of 
【7】 















































女性 農林 漁業 者 の 活躍 促進 




















































































































1 現状 と 課題 
女性 農林 漁業 者 の 活躍 の 場 が 拡大 し て お り 、 更に 女性 が 活躍 し や すい 環境 づく りや ネッ トワ ー ク の 構 
築 に 取り 組む 必要 が あり ます 。 
2 取組 の 基本 方 向 
家族 間 で 、 経 営 計画 や 就業 条件 等 を 共有 する 「 家 族 経 営 協定 」 の 締結 を 促進 し ます 。 
女性 農林 漁業 者 に よる 農山 漁村 ビジ ネス の 新た な 展開 や 、 情報 共 有 ・ 相 互 研 さん の た め の ネ ッ ト ワ ー 
ク 構 築 な どの 活動 を 支援 し ます 。 
「 生 飼い 女子 條 」 等 の 先進 的 な 取組 を 県 内 農林 水産 業 の 各 分 野 に 展開 し 、 女 性 農林 漁業 者 を 育成 し ま 
: お 。 


3 いわ て 県 民 計 画 


(2019 一 2028) に お ける 位置 付け 




















































































































































































































【 長 期 ビ ジョ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
仕事 ・ 収 入 | P.80 | ⑥ 意欲 と 能力 の ある 経営 体 を 育成 し 、 農 林 水 産業 の 振興 を 図り ます 
【 政 策 推進 プラ ン 】 
政策 分 野 関係 箇所 
③ 女性 農林 漁業 者 の 活躍 促進 
仕事 ・ 収 入 | P.182 ka 目標 : 女性 農業 者 の 経営 参画 割合 
【现状 值 : 27. 5% て 2022 年 :32.0%】 
4 具体 的 な 取組 
政策 項目 36 | 具体 的 推進 方 策 | ③ 女性 農林 漁業 者 の 活躍 促進 
・ 家 族 経営 協定 の 締結 促進 
取組 概要 ・ 女 性 農林 漁業 者 に よる ネッ トワ ー ク 構築 支援 
・ 女 性 農林 漁業 者 対象 の セミ ナー 等 の 開催 
5 県 以外 の 主体 に 期待 され る 役割 
県 以外 の 主体 役割 
県 民 ・ 女 性 の 発想 と 意欲 を 生か し た 、 農 林 水 産業 に お ける 女性 グル ー プ の 結成 や 新た な ビ 
0 ジネス の 展開 、 6 次 産業 化 や 農山 漁村 に お ける 地域 ビジ ョ ン 作 成 へ の 提言 
・ 農 林 水 産業 の 中 核 的 な 経営 体 を 中 心 に 、 農 業 生産 工程 管理 (GAP) 等 の 認証 取得 
生产 者 ,国体 等 | や 安全 ・ 安 心 で 高 品質 な 農林 水産 物 の 供給 
・ 農 林 水 産業 へ の 新規 就業 者 を 地域 単位 で 支援 する 体制 の 整備 


市 町 村 









































。 生産 性 。 




















収益 性 の 高 
・ 農 林 水 産物 の 積極 的 な PR や 6 次 産業 化 の 取組 へ の 支援 

















い 農 林 水 産業 を 実現 する た め の 生 産 基盤 の 整備 























6 照会 先 


$ 農林 水産 部 農林 水産 企画 室 





24 生 飼 い 女 子 : 肉牛 生産 と 酷 農 に 携わる 県 内 の 女性 








電話 : 019-629-5621 


に 


メー ル ア ド レス : AF0001@pref. iwate. jp 


よる グル ー プ 。 
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農林 水産 部 農林 水産 企画 室 


〒020-8570 盛岡 市 内 丸 10-1 


TEL 019-629-5621 FAX 01-629-5769 
https://www.pref.iwate.]D/ 





